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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期においては希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため、第２期においては潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期
第５期 

(当事業年度)

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 2,426,886 2,473,725 2,803,699 3,098,374 3,260,447

営業利益 (百万円) 146,879 253,605 467,237 517,171 503,938

経常利益 (百万円) 104,670 218,372 460,684 517,313 513,520

当期純利益 (百万円) 15,951 106,872 160,057 325,996 299,683

純資産額 (百万円) 594,563 746,298 968,614 1,310,381 1,539,621

総資産額 (百万円) 3,831,643 3,724,441 3,656,389 3,630,322 3,872,142

１株当たり純資産額 (円) 1,035.98 1,289.54 1,652.31 2,236.32 2,548.09

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 27.74 185.84 273.97 555.02 513.58

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― 262.90 527.86 492.27

自己資本比率 (％) 15.5 20.0 26.5 36.1 38.8

自己資本利益率 (％) 2.7 15.9 18.7 28.6 21.3

株価収益率 (倍) 54.0 15.3 10.9 8.6 13.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 240,691 357,077 462,535 401,973 417,645

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △126,871 △135,068 △109,518 △116,224 △292,750

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △183,746 △229,258 △369,873 △316,127 △113,304

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 87,304 77,178 59,866 32,464 45,061

従業員数 (人) 54,100 52,557 52,503 53,111 53,610



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期および第２期においては潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

３ 第１期の１株当たり中間配当額については、第１期事業年度が半年決算相当(自平成14年９月27日 至平成

15年３月31日)であり、中間配当を実施していないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期
第５期 

(当事業年度)

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

営業収益 (百万円) 13,718 30,383 36,768 114,342 302,442

営業利益 (百万円) 12,658 24,116 30,241 107,333 291,578

経常利益 (百万円) 12,635 24,097 30,209 107,303 291,548

当期純利益 (百万円) 12,354 24,842 29,844 106,810 291,481

資本金 (百万円) 100,000 100,000 100,000 100,000 142,334

発行済株式総数 (千株) 574,733 587,235 587,235 587,235 611,663

純資産額 (百万円) 800,120 852,628 863,421 942,467 1,107,621

総資産額 (百万円) 800,283 1,104,955 1,341,511 1,502,928 1,860,234

１株当たり純資産額 (円) 1,393.52 1,453.96 1,473.38 1,609.28 1,880.16

１株当たり配当額 (円) 15.00 30.00 45.00 100.00 120.00

(うち１株当たり 
中間配当額)

(円) (―) (0.00) (0.00) (0.00) (50.00)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 21.51 43.03 50.65 182.11 499.52

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― 48.30 172.88 478.81

自己資本比率 (％) 100.0 77.2 64.4 62.7 59.5

自己資本利益率 (％) 1.6 3.0 3.5 11.8 28.4

株価収益率 (倍) 69.7 66.1 59.0 26.1 14.0

配当性向 (％) 69.7 69.7 88.8 54.9 24.0

従業員数 (人) 75 118 103 86 62



２ 【沿革】 

［前史］ 

 
［提出会社設立以降］ 

 
  

なお、事業別会社への再編（平成15年４月）までの旧日本鋼管㈱および旧川崎製鉄㈱の沿革は以下の

とおりであります。 

① 旧日本鋼管㈱ 

平成12年４月  日本鋼管㈱および川崎製鉄㈱（以下、両社）は、製鉄所間における協力の開始に

ついて合意

平成13年４月  両社は、経営統合について合意

平成13年12月  両社は、株式移転の方法により共同で完全親会社である当社を設立し、「ＪＦＥ

グループ」として全面的統合を行うことに関する基本合意書を締結

平成14年４月  両社は、ドイツのティッセン・クルップ・スチール社と自動車用鋼板分野で三社

包括提携契約締結

平成14年５月  両社は経営統合契約書締結

平成14年６月  両社の定時株主総会において、両社が共同で株式移転の方法により当社を設立

し、その完全子会社となることについて承認決議

平成14年９月  両社が共同して株式移転により完全親会社である当社を設立

 当社普通株式を東京証券取引所、大阪証券取引所および名古屋証券取引所市場第

一部に上場（両社普通株式は上場廃止）

平成15年１月  両社の会社分割契約書締結を承認

平成15年４月  両社を会社分割により、ＪＦＥスチール㈱、ＪＦＥエンジニアリング㈱、ＪＦＥ

都市開発㈱およびＪＦＥ技研㈱に再編 

川崎マイクロエレクトロニクス㈱を当社の完全子会社とする会社分割を実施

平成15年12月  ＪＦＥスチール㈱が中国の広州鋼鉄企業集団有限公司と溶融亜鉛鍍金鋼板を製

造・販売する合弁会社広州ＪＦＥ鋼板有限公司を設立 

平成19年３月  ＪＦＥスチール㈱が中国の広州鋼鉄企業集団有限公司との間で、合弁会社広州Ｊ

ＦＥ鋼板有限公司の新冷延鋼板製造設備等の建設に関し基本合意

明治45年６月  日本鋼管㈱設立

大正８年11月  電気製鉄㈱を合併

昭和11年６月  最初の高炉火入れ（銑鋼一貫体制を確立）

昭和15年10月  鶴見製鉄造船㈱を合併（鶴見製鉄所、鶴見造船所発足）

昭和40年２月  福山製鉄所発足

昭和41年８月  福山製鉄所第一高炉火入れ

昭和43年４月  川崎、鶴見、水江の三製鉄所を統合（京浜製鉄所発足）

昭和44年１月  津造船所発足

昭和46年12月  京浜製鉄所にて扇島建設着工

昭和51年11月  扇島第一高炉火入れ

平成元年７月  鉄鋼事業部、総合エンジニアリング事業部、総合都市開発事業部の三事業部体制

発足

平成２年３月  タイ・コーテッド・スチール・シート社およびタイ・コールド・ロールド・スチ



   
② 旧川崎製鉄㈱ 

［前史］ 

 
［設立以降］ 

 
  

ール・シート社設立

平成13年12月  日立造船㈱と造船事業統合基本協定書締結

平成14年９月  日立造船㈱との共同出資会社ユニバーサル造船㈱へ造船事業を営業譲渡

明治11年４月  川崎正蔵が東京築地に川崎築地造船所を創業

明治29年10月  ㈱川崎造船所設立

大正６年５月  葺合工場設置

昭和14年10月  西宮工場設置

昭和14年12月  川崎重工業㈱に改称

昭和18年８月  知多工場設置

昭和25年８月  川崎重工業㈱の製鉄部門を分離独立し、川崎製鉄㈱設立

昭和25年10月  東京・大阪・名古屋・福岡の各証券取引所に株式上場

昭和26年２月  千葉製鉄所開設（戦後わが国初の近代的銑鋼一貫製鉄所）

昭和28年６月  千葉製鉄所第一高炉火入れ

昭和36年７月  水島製鉄所開設

昭和42年４月  水島製鉄所第一高炉火入れ

昭和51年８月  エンジニアリング事業部設置

昭和52年４月  フィリピンのフィリピン・シンター・コーポレーションで焼結鉱の生産開始

昭和59年７月  米国カリフォルニア・スチール・インダストリーズ社に経営参加

平成７年３月 川鉄コンテイナー㈱[現ＪＦＥコンテイナー㈱]、大阪証券取引所市場第二部に株

式上場

平成７年４月  豊平製鋼㈱、札幌証券取引所に株式上場

平成13年３月 川鉄情報システム㈱[現ＪＦＥシステムズ㈱]、東京証券取引所市場第二部に株式

上場

平成13年７月  ＬＳＩ事業部を会社分割により分社し、川崎マイクロエレクトロニクス㈱設立

平成15年３月  本店所在地を神戸市中央区から東京都千代田区に変更



３ 【事業の内容】 

当社は、ＪＦＥグループ全体の経営戦略の策定、グループ会社の経営とリスク管理、グループＩＲ等の

対外説明、グループ全体の資金調達等の機能を集約した、グループを代表する上場会社として、スリムな

グループ本社機能を担う会社であります。 

ＪＦＥグループは、「ＪＦＥスチール㈱」、「ＪＦＥエンジニアリング㈱」、「ＪＦＥ都市開発㈱」、

「川崎マイクロエレクトロニクス㈱」および「ＪＦＥ技研㈱」の５つの事業会社により、事業分野ごとの

特性に応じた最適な業務執行体制の構築を図っております。 

なお、事業の種類別セグメント情報については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等(1)連結財務諸

表（セグメント情報）」に記載しております。 

  

 (1) 鉄鋼事業 

ＪＦＥスチール㈱およびその関係会社において、銑鋼一貫メーカーとして各種鉄鋼製品の製造・販売

を主力事業とし、鋼材加工製品、原材料等の製造・販売、ならびに運輸業および設備保全・工事等の周

辺事業を行っております。 

  

［主要製品等］ 

鉄鋼製品（レール、鋼矢板、Ｈ形鋼、形鋼、棒鋼、線材、厚鋼板、熱延薄鋼板、冷延薄鋼板、表面処

理鋼板、電磁鋼板、ステンレス鋼板、継目無鋼管、鍛接鋼管、電縫鋼管、角型鋼管、電弧溶接鋼管、チ

タン製品）、鋼材加工製品、太陽電池原料、化学製品、鉄鋼スラグ製品、素形材製品、各種容器類、鉱

業・鉱産品、機能素材、合金鉄、各種耐火物、築炉工事、各種運送事業・倉庫業、土木建築工事、設備

管理・建設工事、電気工事、電気通信工事、火力発電、ガス、建設仮設材、不動産、保険代理業、各種

サービス業、橋梁、鋼構造物、建築物、各種コンピュータシステム、材料分析・解析、環境調査、技術

情報調査、知的財産支援等 

  

［主な関係会社］ 

ＪＦＥスチール㈱、ＪＦＥ条鋼㈱、ＪＦＥケミカル㈱、ダイワスチール㈱、ＪＦＥ建材㈱、ＪＦＥ鋼

板㈱、ＪＦＥ物流㈱、ＪＦＥ精密㈱、ＪＦＥコンテイナー㈱、ＪＦＥシビル㈱、ＪＦＥミネラル㈱、Ｊ

ＦＥライフ㈱、ＪＦＥメカニカル㈱、豊平製鋼㈱、川鉄橋梁鉄構㈱、ＪＦＥ鋼管㈱、ＪＦＥシステムズ

㈱、水島合金鉄㈱、ＪＦＥ継手㈱、ＪＦＥ炉材㈱、ＪＦＥ鋼材㈱、リバースチール㈱、ＪＦＥ電制㈱、

東北スチール㈱、㈱ＪＦＥ甲南スチールセンター、ＪＦＥテクノリサーチ㈱、広州ＪＦＥ鋼板有限公

司、タイ・コーテッド・スチール・シート・カンパニー・リミテッド、ＪＦＥ商事ホールディングス

㈱、瀬戸内共同火力㈱、ジェコス㈱、日本鋳造㈱、㈱エクサ、㈱ＪＦＥサンソセンター、東国製鋼㈱、

タイ・コールド・ロールド・スチール・シート・パブリック・カンパニー・リミテッド、カリフォルニ

ア・スチール・インダストリーズ・インク 

  

 (2) エンジニアリング事業 

ＪＦＥエンジニアリング㈱およびその関係会社において、エネルギーエンジニアリング、環境エンジ

ニアリング、水エンジニアリング、鋼構造・機械システム、船舶・海洋等のエンジニアリング事業、製

鉄エンジニアリング、廃棄物リサイクルサービス等を行っております。 

  

［主要製品等］ 

ガス・石油パイプライン、ＬＮＧ・ＬＰＧ低温タンクおよび各種タンク、都市ごみ焼却炉、水道管

路、水処理システム、橋梁・港湾構造物・建築鉄骨等鋼構造物、物流システム、シールド掘進機、一般

商船・艦船、製銑・製鋼・ミニミル関連設備、使用済みプラスチック等のリサイクルサービス 

  

［主な関係会社］ 

ＪＦＥエンジニアリング㈱、ＪＦＥ工建㈱、ＪＦＥ環境ソリューションズ㈱、ＪＦＥ環境㈱、ユニバ

ーサル造船㈱、スチールプランテック㈱、日本鋳鉄管㈱ 

  



 (3) 都市開発事業 

ＪＦＥ都市開発㈱およびその関係会社において、大規模複合開発、マンション分譲、不動産ソリュー

ション、資産活用等の事業を行っております。 

  

［主要製品等］ 

分譲マンション、賃貸オフィスビル、不動産コンサルティング等 

  

［主な関係会社］ 

ＪＦＥ都市開発㈱ 

  

 (4) ＬＳＩ事業 

川崎マイクロエレクトロニクス㈱およびその関係会社において、各種ＬＳＩ製品の製造・販売等を行

っております。 

  

［主要製品等］ 

ＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路）を中心とした半導体製品等 

  

［主な関係会社］ 

川崎マイクロエレクトロニクス㈱ 

  



ＪＦＥグループを構成している当社および事業会社ならびに主要な関係会社の位置づけは以下のとおり

であります。 

  

 

  

上記に記載した会社の他、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表（セグメント

情報）」において、「消去又は全社」に含めている連結子会社が２社(ＪＦＥ技研㈱、㈱ＪＦＥファイナ

ンス)あります。 

  

(注) １ →印は、製品・サービス等の流れを示しております。 

２ ＊印は持分法適用会社、その他は連結子会社であります。 

３ 関係会社の統合・再編等につきましては、「４ 関係会社の状況」に記載しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

[鉄鋼事業］

ＪＦＥスチール㈱ 
※１、※２

東京都千代田区 239,644
鉄鋼製品の製造・
販売

100.0

経営管理に関する契約を締
結しております。 
当社は、建物を賃借してお
ります。 
同社へ、事業資金を融資し
ております。 
当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

ＪＦＥ条鋼㈱ 
※１

東京都港区 45,000
形鋼、棒鋼、線材
製品の製造・販売

100.0
(100.0)

ＪＦＥケミカル㈱ 東京都台東区 6,000
化学製品の製造・
販売

100.0
(100.0)

当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

ダイワスチール㈱ 神戸市中央区 5,050
電炉による棒鋼の
製造・販売

92.4
(92.4)

ＪＦＥ建材㈱ 東京都中央区 5,000 鉄鋼二次製品の製
造・加工・販売

96.4
(96.4)

ＪＦＥ鋼板㈱ 東京都中央区 5,000 鉄鋼二次製品の製
造・加工・販売

98.4
(98.4)

ＪＦＥ物流㈱ 東京都千代田区 4,000
各種運送事業、倉
庫業

88.9
(88.9)

ＪＦＥ精密㈱ 新潟県新潟市 3,400
素形材製品の製
造・販売

100.0
(100.0)

ＪＦＥコンテイナー㈱ 
※２

兵庫県伊丹市 2,365
各種容器類の製
造・販売

54.4
(54.4)

ＪＦＥシビル㈱ 東京都台東区 2,300
土木建築工事の請
負

100.0
(100.0)

ＪＦＥミネラル㈱ 東京都港区 2,000

鉱業・鉱産品の製
造・加工・販売、
鉄鋼スラグ製品・
機能素材の製造・
販売

99.5
(99.5)

当社の役員が同社の役員を

兼務しております。

ＪＦＥライフ㈱ 東京都台東区 2,000
不動産業、保険代
理業、各種サービ
ス業

99.9
(99.9)

ＪＦＥメカニカル㈱ 東京都台東区 1,700
機械装置の製造・
販売、設備管理・
建設工事の請負

93.8
(93.8)

豊平製鋼㈱ 
※２

札幌市西区 1,560

電炉による棒鋼の
製造・販売、各種
鋼構造物の製造・
販売

51.3
(51.3)

川鉄橋梁鉄構㈱ 東京都台東区 1,500

橋梁・鋼構造物工
事、土 木 建 築 工
事、建 築 物 の 設
計・監理

100.0
(100.0)

ＪＦＥ鋼管㈱ 千葉県市原市 1,437
電縫鋼管の製造・
販売

98.4
(98.4)

ＪＦＥシステムズ㈱ 
※２

東京都墨田区 1,390
各種コンピュータ
システムの開発・
販売

67.7
(67.7)

水島合金鉄㈱ 岡山県倉敷市 1,257
合金鉄の製造・販
売

93.8
(93.8)

ＪＦＥ継手㈱ 大阪府岸和田市 958
鋼管継手の製造・
販売

86.6
(86.6)

ＪＦＥ炉材㈱ 兵庫県赤穂市 948
各種耐火物の製
造・販売、築炉工
事の請負

99.0
(99.0)

ＪＦＥ鋼材㈱ 東京都中央区 488
鋼板剪断、プレス
加工、鋼材販売

94.5
(94.5)

リバースチール㈱ 横浜市磯子区 450
鉄鋼製品の加工・
販売、土木建築工
事の請負

90.0
(90.0)



  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

ＪＦＥ電制㈱ 神戸市中央区 400
電気工事、電気通
信工事、設備管理
の請負

100.0
(100.0)

東北スチール㈱ 仙台市宮城野区 300 電炉による棒鋼の
製造・販売

94.2
(94.2)

㈱ＪＦＥ甲南スチールセンター 神戸市東灘区 250 鋼板剪断加工、鋼
材販売

89.2
(89.2)

ＪＦＥテクノリサーチ㈱ 東京都中央区 100

材料分析・解析、
環境調査、技術情
報調査、知的財産
支援

100.0
(100.0)

エヌ・ケー・ケー・ユーエスエ

ー・コーポレーション ※１

米国 
デラウエア州 
ウィルミントン

千米ドル
347,446

米国における投融
資

100.0
(100.0)

エヌ・ケー・ケ ー・キャ ピタ
ル・オブ・アメ リカ・イ ンク 
※１

米国 
デラウエア州 
ウィルミントン

千米ドル
208,869

米国におけるグル
ープ金融

100.0
(100.0)

フィリピン・シンター・コーポ
レーション ※１

フィリピン
メトロマニラ・マカテ
ィ

百万ペソ
500

焼結鉱の製造・販
売

100.0
(100.0)

広州ＪＦＥ鋼板有限公司 中国 
広州

百万人民元
625

溶融亜鉛鍍金鋼板
の製造・販売

51.0
(51.0)

タイ・コーテッド・スチール・
シート・カンパニー・リミテッ
ド

タイ 
バンコック

百万タイバーツ
2,206

電気亜鉛鍍金製品
の製造・販売

81.4
(81.4)

その他 152社

[エンジニアリング事業］

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 東京都千代田区 10,000
エンジニアリング
事業

100.0

経営管理に関する契約を締
結しております。 
同社へ、事業資金を融資し
ております。 
当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

ＪＦＥ工建㈱ 横浜市鶴見区 3,494

鋼管敷設、鋼構造
物・エネルギープ
ラ ン ト 工 事、土
木・建築等総合建
設業

100.0
(100.0)

ＪＦＥ環境ソリューションズ㈱ 横浜市鶴見区 1,360
各種プラント、機
器の設計・製作・
施工・保守・販売

100.0
(100.0)

ＪＦＥ環境㈱ 横浜市鶴見区 650
使用済みプラスチ
ック等の総合資源
化リサイクル

90.8
(90.8)

当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

その他 18社

[都市開発事業］

ＪＦＥ都市開発㈱ 東京都千代田区 3,000 都市開発事業 100.0

経営管理に関する契約を締
結しております。 
同社へ、事業資金を融資し
ております。 
当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

その他 ２社

[ＬＳＩ事業］

川崎マイクロエレクトロニクス
㈱

千葉市美浜区 5,046
半導体集積回路の
設計・製造・販売

99.7
当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

その他 ２社

[その他］

㈱ＪＦＥファイナンス 東京都千代田区 50 グループ金融 100.0

同社へ、事業資金を融資し
ております。 
当社の役員および従業員が
同社の役員を兼務しており
ます。

ＪＦＥ技研㈱ 川崎市川崎区 10

鉄鋼事業、エンジ
ニアリング事業に
共通する中核技術
ならびに成長分野
プロジェクトの研
究開発

100.0

経営管理に関する契約を締
結しております。 
当社の役員および従業員が
同社の役員を兼務しており
ます。



 
(注) １ ※１ 特定子会社に該当する会社であります。 

２ ※２ 有価証券報告書を提出しております。 

３ エヌ・ケー・ケー・ユーエスエー・コーポレーションは、平成13年２月14日に開催された日本鋼管㈱の取締

役会において、その解散の方針が決議されております。 

４ 議決権の所有割合の( )内の数値は、間接所有割合であり議決権比率の内数であります。 

５ ＪＦＥスチール㈱の売上高は、連結売上高に占める割合が100分の10を超えておりますが、有価証券報告書

を提出しているため、主要な損益情報等の記載は省略しております。 

６ 関係会社の異動 

 ・ＪＦＥエンジニアリング㈱は、環境エンジニアリング事業における効率的な事業体制の実現を図るため、平

成18年10月１日に同社が行っていた環境エンジニアリング事業をＪＦＥ環境ソリューションズ㈱に会社分割

により移管しております。なお、ＪＦＥ環境ソリューションズ㈱は、同日にＪＦＥプラント＆サービス㈱が

商号変更したものであります。 

 ・瀬戸内共同火力㈱は、火力発電事業運営の効率化を図るため、福山共同火力㈱および水島共同火力㈱が平成

18年７月１日に合併し、発足したものであります。 

  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(持分法適用会社)

[鉄鋼事業]

ＪＦＥ商事ホールディングス㈱ 
※２

大阪市北区 20,000

ＪＦＥ商事グルー
プの経営戦略立
案・管理ならびに
それらに付帯する
業務

39.5
(39.5)

瀬戸内共同火力㈱ 広島県福山市 5,000
火力発電・電力の
卸売

50.0
(50.0)

ジェコス㈱ 
※２

東京都中央区 4,397
建設仮設材の賃
貸・販売

39.4
(39.4)

日本鋳造㈱ 
※２

川崎市川崎区 2,102
鋳鋼品等の製造・
販売

42.1
(42.1)

㈱エクサ 川崎市幸区 1,250
各種コンピュータ
システムの開発・
販売

49.0
(49.0)

㈱ＪＦＥサンソセンター 広島県福山市 90
酸素ガス、窒素ガ
ス、アルゴンガス
等の製造・販売

40.0
(40.0)

東国製鋼㈱
大韓民国
ソウル

百万ウォン
421,185

鉄鋼製品の製造・
販売

15.0
(15.0)

当社の役員が同社の役員を
兼務しております。

タイ・コールド・ロールド・ス
チール・シート・パブリック・
カンパニー・リミテッド

タイ 
バンコック

百万タイバーツ
10,703

冷延鋼板の製造・
販売

38.4
(38.4)

カリフォルニア・スチール・イ
ンダストリーズ・インク

米国 
カリフォルニア州 
フォンタナ

千米ドル
40,000

鉄鋼製品の製造・
販売

50.0
(50.0)

その他 24社

[エンジニアリング事業]

ユニバーサル造船㈱ 川崎市幸区 25,000

船 舶 の 設 計・製
造・販売・修繕、
浮体式石油貯蔵施
設、メガフロート
等の鋼構造物の設
計・製造・販売

50.0
(50.0)

スチールプランテック㈱ 横浜市鶴見区 1,995
製鉄機械等の設
計・製作・据付

25.6
(25.6)

日本鋳鉄管㈱ 
※２

東京都中央区 1,855
鋳鉄管の製造・販
売

29.3
(29.3)

その他 ５社



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員を含んでおりません。 

２ 全社(共通)は、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱およびＪＦＥ技研㈱の従業員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、他社からの出向者を含み、他社への出向者、臨時従業員を含んでおりませ

ん。 

２ 他社への出向者数は３名であります。 

３ 平均勤続年数の算定にあたり、ＪＦＥスチール㈱およびＪＦＥエンジニアリング㈱からの出向者について

は、両社での勤続を通算しております。 

４ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には労働組合はありません。 

事業会社においては、ＪＦＥスチール労働組合連合会、ＪＦＥエンジニアリング労働組合連合会およ

び川崎マイクロエレクトロニクス労働組合が組織されております。 

なお、その他に労働組合との関係について特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

鉄鋼事業 45,209

エンジニアリング事業 7,212

都市開発事業 328

ＬＳＩ事業 657

全社(共通) 204

合計 53,610

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

62 43.4 20.5 12,816



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

ＪＦＥグループは、企業理念である「常に世界最高の技術をもって社会に貢献する」ことを通じて、
企業価値および株主共同の利益の向上に誠実に努めてまいりました。 
発足当初から、グローバル企業としてのスタート地点に立つための基盤確立に取り組み、収益力の強

化および財務体質の大幅な改善を達成することができました。 
当連結会計年度においては、世界的視野での成長・飛躍のための基盤固めの時期と位置づけた第２次

中期経営計画の初年度として、高収益体質の確立に努めてまいりました結果、収益は計画を上回るペー
スで順調に推移しております。 
  
当連結会計年度の事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。 
  
鉄鋼事業におきましては、前連結会計年度に行っておりました汎用品を中心とした需給改善のための

減産の収束に加え、高級品を中心に拡販にも努めたことから、当連結会計年度の連結粗鋼生産量は
3,283万トンと、前連結会計年度に比べ増加いたしました。売上高につきましては、販売数量の増加に
加え、グループ会社の売上拡大が貢献し、連結売上高は2兆9,251億円と、前連結会計年度に比べ増収と
なりました。経常利益につきましては、当連結会計年度は前連結会計年度にあった原料評価差額の益が
なくなったことや、当連結会計年度の第１四半期における輸出販売価格の一時的な低下等の減益要因が
ありましたものの、販売数量の拡大やコスト削減に努めましたことから、連結経常利益は前連結会計年
度並みの5,039億円となりました。 
  
エンジニアリング事業におきましては、公共工事の縮減など厳しい事業環境の中、連結受注高2,751

億円、連結売上高2,921億円と前連結会計年度に比べ減収となったものの、固定費を中心とするコスト
削減および事業の選択と集中による利益率改善などにより連結経常利益は58億円と前連結会計年度に比
べ増益となりました。 
  
都市開発事業におきましては、横浜山の内開発事業の売上実現により、連結売上高は343億円、連結

経常利益は36億円と前連結会計年度に比べ増収・増益となりました。 
  
ＬＳＩ事業におきましては、液晶パネル向け製品の販売価格が下落し、連結売上高は443億円、連結

経常利益は5億円と前連結会計年度に比べ減収・減益となりました。 
  
以上の結果、当社単体業績等と合わせ、当連結会計年度における連結売上高は3兆2,604億円、連結営

業利益は5,039億円、連結経常利益は5,135億円、連結での税金等調整前当期純利益は5,086億円、連結
当期純利益は2,996億円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが4,176
億円の収入であったのに対し、投資活動によるキャッシュ・フローは固定資産の取得を中心として
2,927億円の支出であったことから、これらを合計したフリー・キャッシュ・フローは1,249億円の収入
となりました。  
 また、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等を行ったことから、1,133億円の支出
となりました。  
この結果、当連結会計年度末の借入金・社債等の残高は前連結会計年度末に比べ177億円増加し、1兆

1,805億円となり、現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末に比べ126億円増加し、450億円とな
りました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

当社グループにおける生産実績については鉄鋼事業の粗鋼生産高を、また受注実績についてはエンジニ

アリング事業の受注実績・受注残高を記載しております。 

鉄鋼事業は、特定顧客からの受注につきましては反復循環的に生産しているため、受注状況の記載を省

略しております。エンジニアリング事業は、請負工事を中心としているため生産実績を金額あるいは数量

で示すことはしておりません。都市開発事業は大規模総合開発・マンション分譲を主としているため、ま

たＬＳＩ事業は委託生産が製造工程に多段階に入り込んでいるため、生産実績・受注状況を金額あるいは

数量で示すことはしておりません。 

  

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。 

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産実績 前期比(％)

鉄鋼事業(粗鋼生産量)(千ｔ)
(うちＪＦＥスチール㈱)

32,828
(29,037)

＋8.9
(＋8.7)

事業の種類別セグメントの名称 受注実績(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

エンジニアリング事業 275,188 △5.4 297,821 △5.9

事業の種類別セグメントの名称 販売実績(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業 2,925,110 ＋6.2

エンジニアリング事業 292,163 △4.5

都市開発事業 34,322 ＋20.0

ＬＳＩ事業 44,338 △4.0

計 3,295,934 ＋5.1

消去又は全社 △35,487 ―

合計 3,260,447 ＋5.2

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＪＦＥ商事㈱ 825,316 26.6 877,263 26.9

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 365,011 11.8 398,250 12.2



３ 【対処すべき課題】 

(1)対処すべき課題 

ＪＦＥグループを取り巻く事業環境は、厳しさを増す市場競争での生き残りをかけて、Ｍ＆Ａな ど
を通じた巨大企業化やグローバルな業界再編成が世界中で進展し、また米国景気や、中国の通貨動向
等、為替・金利の動向は一段と不透明感を増しつつあります。 
ＪＦＥグループは、昨年策定いたしました第２次中期経営計画において、平成20年までの３年間を世

界的視野での成長・飛躍のための基盤固めの時期と位置づけて、安定的な高収益体質の確立、戦略的投
資への柔軟かつ果敢な対応と研究開発体制の強化、ＣＳＲの推進とコーポレートガバナンスの確立、財
務体質の改善、および積極的な株主還元、を基本方針として取り組み、企業価値の増大を図ってまいり
ます。 
  

各事業会社におきましては、事業の特性に応じた諸施策を展開してまいります。 
  

ＪＦＥスチール㈱におきましては、第一に、世界トップレベルの技術開発力を維持・向上させるとと
もに、国内外のアライアンス先との関係強化、国内生産基盤の強化等を図ることで、高付加価値商品の
拡大と安定的な生産体制の確立を図ります。第二に、競争力強化のための設備基盤整備、人材育成・技
能伝承、労働生産性向上、更なるコスト競争力強化に取り組み、グループ全体としての収益力強化を図
ります。第三に、アジアを中心とする高級鋼材需要の伸長を捉え、成長のためのビジネスチャンスに迅
速な対応が図れる体制を整備してまいります。 
  

ＪＦＥエンジニアリング㈱におきましては、各事業分野におけるトップクラスの高収益構造の実現を
目指し、「事業の選択と集中」を強力に推進するとともに、固定費の大幅削減による損益分岐点の引き
下げを行ってまいります。さらに、民間や海外を中心とした環境エネルギー複合分野や環境リサイクル
事業について一層の業容拡大を図り、今後の成長基盤を着実に構築してまいります。 
  

ＪＦＥ都市開発㈱におきましては、グループ保有不動産の価値増大を図るための開発事業を引き続き
推進するとともに、中堅デベロッパーとして市場での高い評価を確立し、持続的な成長を目指してまい
ります。 
  

川崎マイクロエレクトロニクス㈱におきましては、液晶パネル分野を中心に競争力を強化するととも
に、通信機器分野等の開拓を引き続き進めてまいります。 
  

ＪＦＥ技研㈱におきましては、各事業会社からの受託研究の早期完遂を通じてグループの収益向上に
貢献するとともに、中期的視点でのグループの企業価値向上に向けて次世代技術の開発に取り組んでま
いります。 
  

このようにグループの経営課題を着実に実行していくために当社は、株主利益に適うグループ経営お
よび健全なコーポレートガバナンスの要として、その機能を充実していくとともに一層効率的な運営を
図ってまいります。 
  

なお、ＪＦＥエンジニアリング㈱は、国土交通省および旧日本道路公団が発注する鋼橋上部工事の入
札に関し、川鉄橋梁鉄構㈱は国土交通省が発注する鋼橋上部工事の入札に関し、昨年11月、独占禁止法
違反により東京高等裁判所から罰金の支払を命じる判決を受けました。 
また、ＪＦＥエンジニアリング㈱は、し尿処理施設建設工事に関し本年１月、水門建設工事に関し同

年３月、公正取引委員会から独占禁止法の課徴金の納付命令を受けました。同社は、し尿処理施設建設
工事に関し本年５月、独占禁止法違反により大阪地方裁判所から罰金の支払を命じる判決を受けまし
た。なお、同社は、ごみ焼却施設建設工事に関し、昨年６月、独占禁止法違反を認定した排除措置命令
を命じる公正取引委員会の審決を受けましたが、同年７月、東京高等裁判所に対し、審決取消を求める
訴えを提起しており、本年３月、公正取引委員会から課徴金の納付命令を受けましたが、同年４月、審
判手続の開始を請求しております。 
  

ＪＦＥグループは、コンプライアンス、環境、安全等への取り組みをより一層強化し、経営の根幹に
ＣＳＲ（企業の社会的責任）を据えた事業活動を推進することにより、真に21世紀のエクセレントカン
パニー集団として更なる発展を図ってまいる所存でございます。 

  

 (2)会社の支配に関する基本方針 

   ①基本方針 
当社は、経営支配権の異動は、企業活動・経済の活性化にとって有効な手段の一つであり、当社株式

の大規模買付行為が開始された場合において、これを受け入れるかどうかは、原則として、株主の皆様
の判断に委ねられるべきものであると考えております。  
しかしながら、大規模買付行為またはこれに関する提案につきましては、株主の皆様が、当該大規模買



付行為または提案の企業価値および株主共同の利益への影響を慎重に判断する必要があると認識して
おります。そのためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から、株主の皆様に必要かつ十分な
情報・意見・提案などの提供と、それらを検討するための必要かつ十分な時間を確保することといたし
ます。  

  
 ② 基本方針の実現に資する特別な取り組み 

・企業理念と経営の基本姿勢  
当社グループは、企業理念である「常に世界最高の技術をもって社会に貢献する」ことを通じ て、

企業価値および株主共同の利益の向上に誠実に努めることを経営の基本姿勢としております。  
お客様や社会の進化するニーズに応え、常に世界最先端の商品・サービスを安定的かつ効率的にご提供
するため、当社グループ全体で約700名に及ぶ技術者を研究開発活動に投入し、将来を見据えた基礎研
究や先進的な商品・サービス、生産プロセスなどの開発を行うとともに、積極的な設備投資、メンテナ
ンス投資などによって経営資産の生産性を高めてまいりました。  

  
 ・当社発足以来の実績  

当社発足直後の第１次中期経営計画（平成15～17年度）では、収益力の強化と財務体質の大幅な改善
を主眼におき、グローバル企業としてスタート地点に立つための基盤確立に取り組んだ結果、当初の目
標を大幅に上回る成果をあげることができました。  
 特に、中核である鉄鋼事業におきましては、(a)非常に効率的な設備投資や稼働率の向上による大幅
な増産と生産性の向上、(b)当社グループのみが供給できる最先端の独自商品（オンリーワン商品）や
当社グループのシェアが圧倒的である商品（ナンバーワン商品）の販売拡大などによりまして、大幅に
収益を拡大することができました。加えて、当社グループ全体で資産のスリム化に努めたことなどか
ら、財務体質を著しく改善することができました。  

  
・第２次中期経営計画の基本方針とその進捗状況  
第２次中期経営計画（平成18～20年度）では、世界的視野での成長・飛躍のための基盤固めの時期と

位置づけて、(a)安定的な高収益体質の確立、(b)戦略的投資への柔軟かつ果敢な対応と研究開発体制の
強化、(c)ＣＳＲの推進とコーポレートガバナンスの確立、(d)財務体質の改善、(e)積極的な株主還
元、を基本方針といたしました。  
 初年度である当連結会計年度の収益は、この計画を上回るペースで進捗しており、海外鉄鋼他社が鉄
鋼市況の激しい変動によって収益が左右されている中で、高付加価値商品に注力する当社の収益は高位
で安定しており、当社グループの戦略は実を結びつつあると言えます。  

  
・新たな成長戦略の推進  
当社グループは、第２次中期経営計画の着実な達成に自信を深めつつあり、更に加えて、グローバル

プレーヤーとして世界に飛躍するための新たな成長戦略を推進してまいります。 
 世界の鉄鋼需要は、当社グループが強固なネットワークを持つアジアを中心に引き続き高い成長が見
込まれており、当社グループが圧倒的な強みを持つ高級鋼の需要も同様に高い伸びが期待できます。当
社グループは、(a)国内生産基盤の更なる増強と、(b)海外アライアンスの一層の強化、を二本柱として
高級鋼生産販売量の増大を図り、収益の更なる拡大と世界鉄鋼市場における当社グループのプレゼンス
拡大を目指してまいります。新たな成長施策については、必要に応じて第２次中期経営計画期間中であ
っても実施してまいります。  
 エンジニアリング事業につきましては、厳しい事業環境が続く中で、選択と集中による競争力強化を
進めるとともに、エネルギー分野、環境分野における豊富な経験に基づく技術の蓄積を踏まえ、新エネ
ルギー・省エネルギー・リサイクルなどの事業で成長を図ってまいります。  

  
・全てのステークホルダーの皆様とともに  
当社グループでは、製鉄所見学会などを開催して当社株主の皆様とコミュニケーションを深めるほ

か、お客様との技術的連携を通じた我が国製造業の競争力向上への貢献、地球環境保全に役立つ技術開
発や、定期的な中途採用を含む雇用の促進、健全な労使関係、安全な労働環境、地域社会との共存など
に努めるなど、全てのステークホルダーの皆様からご支持とご協力がいただけるよう努力してまいりま
す。  

  
・社外取締役の選任等によるコーポレートガバナンス強化 
当社は、第２次中期経営計画の基本方針の一つとして、コーポレートガバナンスの確立を掲げており

ます。これは、経営の透明性や公正性を徹底することによりまして、企業価値および株主共同の利益を
持続的に向上させることを目指すものです。  
  複数の特性の異なる事業から構成されている当社グループにおいては、各事業の執行を当社グループ
に属する事業会社に委ねる体制を採る一方、純粋持株会社である当社がグループ経営の統括による経営
の実効性改善と社外監査役を含む監査役監査によるコーポレートガバナンス強化を図ってまいりまし
た。また、コーポレートガバナンスのより一層の強化を図るため、本年の定時株主総会で承認いただ
き、当社の取締役７名のうち２名を社外取締役とし、あわせて取締役の任期を現行の２年から１年に短
縮いたしました。  



  
③ 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを 
 防止するための取り組み  

  
当社は、平成19年３月１日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為に関する対

応方針」（以下「本対応方針」という。）を導入することを決議し、同日付の当社プレスリリースで公
表いたしました。  
今回導入した本対応方針により、具体的には、議決権割合20％以上の当社株式を取得しようとする大規
模買付者に対し、大規模買付行為完了後の経営方針および事業計画等の提示を事前に求めます。その後
一定期間、当社取締役会は、大規模買付者が本対応方針に基づくルールを遵守したか否か、あるいは、
当該提案内容が当社に回復しがたい損害をもたらすことがないか、企業価値、株主共同の利益を著しく
損なうことがないか、という観点から評価、検討を行い、取締役会としての意見を開示するとともに、
大規模買付者と交渉したり、取締役会として株主の皆様へ代替案を提示したりすることがあります。ま
た、社外取締役および社外監査役計３名から構成される特別委員会を設置し、特別委員会が大規模買付
行為を抑止するための措置の発動を勧告した場合には、それを最大限尊重した上で、外部専門家の意見
も参考にしつつ、当社取締役会が対抗措置の発動を行うことがあります。  

  
④上記の取り組みが、上記基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、 
 かつ、会社役員の地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由 
  

本対応方針は、当社株式の大規模買付行為が開始された場合において、株主の皆様に必要かつ十分な
情報・意見・提案などの提供と、それらを検討するための必要かつ十分な時間を確保することにより、
株主の皆様が、当該大規模買付行為の企業価値および株主共同の利益への影響を慎重に判断することを
担保するためのものです。従って、上記基本方針に沿った内容であり、株主共同の利益を損なうもので
はありません。  
 また、当該大規模買付行為に関する当社取締役会の判断における透明性、客観性、公正性および合理
性を担保するため、取締役会から独立した組織として、社外取締役および社外監査役計３名から構成さ
れる特別委員会を設置することに加え、本対応方針の継続については本年の定時株主総会で承認いただ
いており、会社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。     
  



４ 【事業等のリスク】 

本報告書に記載した当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に
重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  

(1) 当社グループの事業 

①経済状況と販売市場環境 
当社グループの国内鋼材販売は、建築・土木、自動車、産業機械、電気機械等各需要分野に広がっ

ており、販売形態も多岐にわたっております。また、これら国内向けに加え、44％程度(ＪＦＥスチ
ール㈱)を海外に輸出しております。主な輸出先としましては、中国、韓国、アセアン向けが中心と
なっております。従いまして、国内の経済状況を背景とした鋼材需要動向とともに、中国や米国、ア
ジア等世界経済の状況を背景とした世界的な鋼材需要の動向が、当社グループの販売量および価格に
影響を及ぼします。 

また、当社グループは、各製品市場と地域市場において、競合他社との競争に直面しております。

②鉄鋼原料の需給状況 
当社グループは、鋼材の原材料として鉄鉱石、原料炭、合金鉄・非鉄金属等を、主として輸入によ

り調達しております。従いまして、これらの世界的な需給の状況が業績に影響を及ぼします。 

③また、収益の変動要因には、下記のような要因が含まれます。 
・新製品・研究開発の状況  
・設備投資効果の実現状況  
・コスト削減の状況  
・製造設備・システムの安定操業状況  
・需要家への製品供給に関する状況(品質を含む)  
・その他災害等当社グループが予期できない障害等  

  

(2) 為替レートの変動 

当社グループは、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建て取引による外貨の受け取り（製品

輸出等）と外貨の支払い（原材料輸入等）で相殺されない部分がある場合、為替レートの変動は、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。ＪＦＥスチール㈱における外貨建て取引は主と

してドル建てで、当期のドル収支はおおよそ7億ドルの輸出超過であります。なお、為替予約等を利

用したヘッジ取引を適宜実施しております。 

  

(3) 金利の変動 

当社グループは、有利子負債残高が多額であること等により、金利変動の影響を受けます。なお、

一部の借入金等について、金利スワップ等を利用したヘッジ取引を実施しております。 

  

(4) 法令・公的規制 

当社グループは、日本国内および事業展開する各国において、環境、労働・安全衛生、通商・貿

易・為替、知的財産、租税、独占禁止法等の経済法規、建設業法等の事業関連法規、その他関連する

様々な法令・公的規制の適用を受けております。当社グループは、内部統制体制の充実をはかりこれ

ら法令・公的規制の遵守に努めておりますが、万が一、遵守できなかった場合、課徴金や行政処分を

課されるなどにより業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、これら法令・公的規制が改正も

しくは変更される場合、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年

金資産の期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その

影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される

費用および計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 保有株式等の価値変動 

当社グループが保有している株式等の価値が変動した場合は、当社グループの業績と財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度末に当社グループが保有する時価のある株式等

の取得原価は1,900億円、連結貸借対照表計上額は4,050億円であります。 

  

(7) 固定資産の価値下落 

当社グループが保有している固定資産について、時価下落・収益性の低下等に伴い資産価値が低下

した場合は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 経営上の重要な契約等（技術に関わる契約を除く） 

  

 
（注）平成19年３月６日、ＪＦＥスチール㈱と広州鋼鉄企業集団有限公司は、中国政府関係機関の承認を前提とし

て、広州ＪＦＥ鋼板有限公司の冷延鋼板製造販売事業への拡張と、出資比率の見直しについて合意しておりま

す。 

  

会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日／契約期間

ＪＦＥスチール㈱
（連結子会社）

日本アイ・ビー・エム㈱ 
㈱エクサ

ＪＦＥスチール㈱、日本アイ・ビー・
エム㈱、㈱エクサの包括的提携と、㈱
エクサの事業運営に関する合弁協定並
びにＪＦＥスチール㈱から日本アイ・
ビー・エム㈱への業務委託契約

平成12年８月31日

倉敷市、中国電力㈱ 他
岡山県倉敷市における資源循環型廃棄
物処理施設整備運営事業（ＰＦＩ事
業）

平成14年３月15日から

平成37年３月31日まで

リオドセ（ブラジル）
米国における鉄鋼事業会社カリフォル
ニア・スチール・インダストリーズ・
インクに関する合弁協定

平成７年６月27日

丸紅㈱、サハビリヤ・スチ
ール・インダストリーズ・
パブリック・リミテッド
（タイ） 他

タイにおける電気亜鉛鍍金鋼板の製造
販売会社タイ・コーテッド・スチー
ル・シート・カンパニー・リミテッド
に関する合弁協定

平成13年６月11日

丸紅㈱、サハビリヤ・スチ
ール・インダストリーズ・
パブリック・リミテッド
（タイ） 他

タイにおける冷延鋼板の製造販売会社
タイ・コールド・ロールド・スチー
ル・シート・パブリック・カンパニ
ー・リミテッドに関する合弁協定

平成13年７月12日

広州鋼鉄企業集団有限公司
（中国）

中国における溶融亜鉛鍍金鋼板の製造
販売会社広州ＪＦＥ鋼板有限公司に関
する合弁協定（注）

平成15年10月29日

東国製鋼（韓国）
東国製鋼㈱への追加出資並びに厚鋼板
に係る業務協力に関する基本合意

平成18年９月25日

ＧＯＣカナダ・コ
ーポレーション 
(カナダ) 
(連結子会社)

ドファスコ・インク（カナ
ダ） 
ＤＪガルバナイジング・コー
ポレーション（カナダ）

カナダにおける溶融亜鉛鍍金鋼板製造合
弁事業ＤＪガルバナイジング・リミテッ
ド・パートナーシップに関する合弁協定

平成４年２月14日

(平成15年7月23日改訂)

ＪＦＥエンジニ
アリング㈱ 
（連結子会社）

日立造船㈱ 造船事業に関する統合基本協定書 平成13年12月14日



(2) 技術に関わる契約 

①技術導入契約 

  

 
  

② 技術供与契約 

  

 
  

③ その他の技術契約 

  

 
  

会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

ＪＦＥスチール㈱ 
(連結子会社)

東洋製罐㈱ 
東洋鋼鈑㈱

タルク缶胴用ポリエステルフィルム積
層鋼板に関する技術

平成８年２月６日から
平成20年１月３日まで
但し契約更新条項あり

ＪＦＥエンジニ
アリング㈱
(連結子会社)

セムト・ピールスティック 
(フランス)

PC型陸用および舶用ディーゼル機関の
製造技術に関する特許の非独占的実施
権の許諾およびノウハウの提供

昭和39年７月７日から 
解除通知まで

フェルント・エコロジィ・
システムズ・A/S 
(デンマーク)

塵芥焼却プラントの設計・建設技術に
関する特許の非独占的実施権の許諾お
よびノウハウの提供

昭和45年10月２日から 
解除通知まで

ニュー・スルザー・ディー
ゼル・リミテッド(スイス)

スルザー型ディーゼル機関の製造に関
する特許の非独占的実施権の許諾およ
びノウハウの提供

昭和58年３月24日から 
平成20年３月23日まで

サーモセレクト,SA. 
(スイス)

廃棄物ガス化溶融処理技術
平成９年11月５日から 
平成25年３月31日まで

川崎マイクロエ
レクトロニクス
㈱
(連結子会社)

ザインエレクトロニクス㈱
液晶パネルディスプレイ用マクロセ
ル・ライセンス契約

平成18年３月24日より５
年間 
但し契約更新条項あり

会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

ＪＦＥスチール㈱
（連結子会社）

エスエムエス・シュレーマ
ン・シーマグ,AG(ドイツ)

スラブサイジングプレスに関する技術
平成９年２月14日から 
対象特許の満了日まで

石川島播磨重工業㈱

スラブサイジングプレスに関する技術
平成10年10月１日から 
平成20年３月18日まで

住友金属工業㈱

㈱日立製作所

ユニオンスチール（韓国）
連続式酸洗・タンデム冷間圧延操業技
術

平成17年５月24日から 
平成20年５月23日まで

水島合金鉄㈱
（連結子会社）

ケートリッジアロイズ(プ
ロプライタリー)リミテッ
ド(南ア共和国)

中低炭素フェロマンガン製造技術
平成10年６月28日から 
対象特許の満了日まで

ＪＦＥエンジニ
アリング㈱
（連結子会社）

三菱マテリアル㈱ 廃棄物ガス化溶融処理技術 平成10年10月13日から 
平成25年３月31日まで

極東開発工業㈱ 廃棄物ガス化溶融処理技術 平成12年10月１日から 
平成25年３月31日まで

会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

ＪＦＥスチール㈱
（連結子会社）

ティッセン・クルップ・ス
チール，AG（ドイツ）

自動車用鋼板分野における包括的技術
提携

平成14年４月８日から

平成24年４月７日まで

ドファスコ・インク 自動車用鋼板分野における包括的技術
提携

平成16年９月17日から

（カナダ） 平成25年１月19日まで



６ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社および連結子会社）は、世界最高の技術をもって社会に貢献することを企業理念と

して、各事業会社におきまして創造性の高い研究開発を効率的に展開するとともに、ＪＦＥ技研㈱を中心

にグループ各社間での連携を強めた研究開発を推進しております。グループ共通・成長分野の研究開発を

さらに効率的、積極的に推進するため、平成１８年４月にグループ内研究部門の再編成を実施し、これま

でエンジニアリング研究所が有していた環境・エネルギー分野の研究開発機能を、ＪＦＥ技研㈱に統合い

たしました。 

グループに共通する開発コンセプトは、顧客ニーズを先取りした独自新商品の開発、高品質な商品を効

率的に生産する技術の開発、地球環境保全に寄与する商品および製造技術の開発、ならびにグループ全体

としてのシナジーを活かした開発により常に業界をリードし、新たな分野を開拓していくことにありま

す。事業環境の変化に柔軟に対応しつつ高い収益力を確保するとともに、市場・社会からの高い信頼を獲

得し、将来の経営基盤を育成・発展させるべく、積極的な研究開発に取り組んでおります。 

当連結会計年度における研究開発費は、38,149百万円であります。また、当連結会計年度における主な

事業別の研究の目的、主要課題、研究成果および研究開発費は以下のとおりであります。 

  

(1) 鉄鋼事業 

鉄鋼事業では、高い収益を維持し経営基盤を強化、発展させるべくＪＦＥスチール㈱のスチール研究

所を中心として商品・技術開発力の飛躍的向上に挑戦しております。特に生産性や品質を大幅に向上さ

せるプロセス技術の開発、競争優位性があり顧客から高い付加価値が認められるオンリーワン・ナンバ

ーワン新商品の開発、及び利用・加工技術の開発を積極的に進めております。 

自動車鋼板分野では、平成１７年８月に開設した「カスタマーズ・ソリューション・ラボ（ＣＳ

Ｌ）」を活用したお客様の次世代車開発への更なる貢献等、従来にない高いレベルでのマーケティング

活動による新商品・新技術の創出やお客様との共同研究開発も積極的に進めております。鋼構造材料分

野では、平成１７年１１月に開設した「鋼構造材料ソリューションセンター（ＴＨｉＮＫ ＳＭＡＲ

Ｔ）」を活用し、社会基盤用の各種鋼材、施工方法、加工技術等の開発スピードを加速化しておりま

す。このような、先進的な高級鋼材の開発を加速する目的で、平成１９年３月、鉄鋼業界では世界初の

最新型サブオングストローム電子顕微鏡を導入しました。また、環境・資源・エネルギー問題に対応す

る技術開発も力強く推進しております。更に、各事業分野でグループとして常に業界をリードできる開

発力を構築するために、各グループ会社間の連携を強化しつつ積極的な研究開発に取り組んでおりま

す。 

当連結会計年度の主な成果としましては、自動車用途向けに、足回りの軽量化に貢献する強度と加工

性を両立した「ＮＡＮＯハイテン」や「スーパーホット」（高炭素鋼板）等の熱延鋼板の適用拡大、車

体軽量化や衝突安全性の向上に貢献する加工性に優れた１１８０ＭＰａ（メガパスカル）級及び１３２

０ＭＰａ級の冷延鋼板「ＷＱハイテン」、優れたプレス成形性を有する構造部材用の７８０ＭＰａ級合

金化溶融亜鉛鍍金鋼板、プレス成形性に優れた高潤滑性合金化溶融亜鉛鍍金鋼板「ＪＡＺ」を開発しま

した。電機用途向けには、耐食性と耐熱性に優れた無機タイプの皮膜を有し環境汚染物質を含まない環

境に優しいクロメートフリーの家電用鋼板「エコフロンティアＪＭ」、薄型テレビバックカバー用クロ

メートフリープレコート鋼板としてプレス成形性と電磁波シールド性に優れた「ＪＦＥエクセルコー

ト」を開発しました。ステンレス鋼の分野では、価格が高騰しているオーステナイト系ステンレス鋼Ｓ

ＵＳ３０４の代替として、ニッケルやモリブデンを添加しない高耐食フェライト系ステンレス鋼「ＪＦ

Ｅ４４３ＣＴ」を器物・建材等に用途拡大し、日経産業新聞賞を受賞しました。また、耐熱温度を格段

に向上した自動車排気管用超高耐熱ステンレス鋼「ＪＦＥ－ＷＸ１」を開発しました。加工、利用技術

において、高張力鋼板の適用拡大を可能にする新プレス加工技術「ＪＩＭ－Ｆｏｒｍ」、車体組み立て

用の３枚重ね溶接を容易に実現する「インテリジェント スポット」溶接技術を開発しました。機能材

の分野においては、高周波損失と磁気歪みが極めて低くハイブリッド新車種に採用された超高級電磁鋼

板「スーパーコア １０ＪＮＥＸ」、常温での高密度の成形体を実現する自動車焼結部品向け偏析防止

処理粉「ＪＩＰクリーンミックスＨＤＸ」を開発しました。厚板、鋼管分野においては、革新的厚板オ

ンライン加熱設備「ＨＯＰ」を活用した高強度ラインパイプや高性能厚板の更なる適用拡大を進めてお

ります。また、優れた耐食性を発揮する海洋構造物向け高耐久ステンレス被覆鋼管杭「スーパーマリン



コート」を開発しました。 

当事業に係る当連結会計年度の研究開発費は33,274百万円であります。 

  

(2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業では、「コア事業商品のブラッシュアップおよび生産施工技術の競争力強

化」、「持続的成長に向けたオンリーワン・ナンバーワン新商品・新技術の創出」を基本方針とし、技

術開発を積極的に進めております。 

当連結会計年度の主な研究開発項目としましては、第３５回日本産業技術大賞［内閣総理大臣賞］単

独受賞の水和物スラリ新空調システムの実用化、世界最大級の原油タンカー排出ＶＯＣ（揮発性有機化

合物）回収・処理設備、ＣＯ2削減に貢献する高効率バイオマス発電システム、有機性汚泥発生抑制シ

ステム「ハーフ＆ハーフ」、地中分岐合流部道路用新鋼殻セグメント、耐震性向上に寄与するコンテナ

クレーン免震装置、癌の早期発見や脳機能診断が可能なＰＥＴ（陽電子放射断層撮影）用高性能標識化

合物合成装置の開発等が挙げられます。 

当事業に係る当連結会計年度の研究開発費は、2,835百万円であります。 

  

(3) ＬＳＩ事業 

ＬＳＩ事業では近年成長著しい、液晶パネル分野（テレビ、デスクトップおよびノートＰＣ向けモニ

ター）、および光通信向け超高速データ通信分野に対して引き続き重点的な取組みを行っています。特

に最終製品の価格下落の激しい液晶パネル向け製品ではコスト競争力強化のためチップ面積縮小を行う

とともに、さらなる微細化プロセスの採用による一層の性能向上、コスト低減を進めた新製品投入に注

力しております。 

当連結会計年度の成果としましては、高性能・高機能化が進んでいる液晶テレビ用パネル向けに従来

より微細な0.18μｍ（ミクロン）製造技術を採用した高速デジタル画像ＩＦ（Interface）ＩＰ

（Intellectual Property）の開発や、最先端の90ｎｍ（ナノメートル）プロセスを採用した北米およ

びヨーロッパの次世代家庭用光通信規格であるＧＰＯＮ(Gigabit Passive Optical Network)向け高速

ＩＦ－ＩＰ、及び国内事務機器分野のＭＦＰ（Multi-Functional Product）向け等幅広く適用できる高

速ＣＰＵ搭載ＳｏＣ（System On Chip）プラットフォームの開発等が挙げられます。 

当事業に係る当連結会計年度の研究開発費は 1,516百万円であります。 

  

(4) 共通技術および新規分野 

計測・制御・スケジューリング、設備機械・メカトロ、土木・建築、数値解析、バイオ、プロセス触

媒、環境・エネルギーといった共通技術分野においては、研究開発専門会社であるＪＦＥ技研㈱が、グ

ループ各社から研究を受託して活動しております。こうした要素技術を横断的に駆使して、ＢＣＭ（事

業継続経営）へ向けた安心・安全・防災リスクへの対応、および環境対応といった、企業としての包括

的、全体的な課題に対する新しいソリューションへ向けた技術開発に注力しております。 

新規分野としましては、次世代クリーンエネルギーとして注目されているジメチルエーテル（ＤＭ

Ｅ）を、直接合成法により大量かつ安価に製造する革新的な技術開発に取り組んでおります。ＤＭＥの

100t/日実証プラントにおける運転研究は成功裏に完了しましたが、引き続き商用プラントの技術確立

を進めてまいります。  

また、多様な電子部品素材、強度部材としての応用可能性を持ったカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）に

関する技術開発に取り組んでおります。さらに、ＣＯ2の排出削減に関して、長期的視点での技術開発

にも挑戦しています。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

事業の種類別セグメントの当連結会計年度の経営成績は以下のとおりです。 

鉄鋼事業におきましては、売上高は、２兆9,251億円となり、前連結会計年度に比べ1,713億円

(6.2％)の増収となりました。経常利益は、前連結会計年度並みの5,039億円となりました。これは、当

連結会計年度は前連結会計年度にあった原料評価差額の益がなくなったことや、当連結会計年度の第１

四半期における輸出販売価格の一時的な低下等の減益要因がありましたものの、販売数量の拡大やコス

ト削減に努めてまいりましたことによるものであります。 

 エンジニアリング事業におきましては、売上高は、2,921億円となり、前連結会計年度に比べ139億円

(4.5％)の減収となりました。経常利益は58億円となり、前連結会計年度に比べ49億円(533.8％)の増益

となりました。これは、公共工事の縮減など厳しい事業環境の中、売上高が減収となりましたものの、

固定費を中心とするコスト削減および事業の選択と集中による利益率改善などを進めてまいりましたこ

とによるものであります。 

 都市開発事業におきましては、売上高は343億円となり、前連結会計年度に比べ58億円(20.0％)の増

収となりました。経常利益は36億円となり、前連結会計年度に比べ８億円(30.1％)の増益となりまし

た。これは、横浜山の内開発事業の売上実現によるものであります。 

 ＬＳＩ事業におきましては、売上高は443億円となり、前連結会計年度に比べ18億円(4.0％)の減収と

なりました。経常利益は５億円となり、前連結会計年度に比べ15億円(74.6％)の減益となりました。こ

れは、液晶パネル向け製品の販売価格が下落したことによるものであります。 

 以上より、グループ全体の連結売上高は３兆2,604億円となり、経常利益は5,135億円となりました。

 なお、営業外損益につきましては、持分法投資利益の増加等の影響により95億円の利益となり、前連

結会計年度に比べ94億円(6,695.7％)の増益となりました。 

 特別損益につきましては、固定資産関係損を特別損失として計上いたしましたこと等により48億円の

損失となり、前連結会計年度に比べ32億円(39.4％)の改善となりました。これは、前連結会計年度に計

上しておりましたＰＣＢ処理費用がなくなったこと等によるものであります。 

 この結果、当期純利益は2,996億円となりました。 

  

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは4,176

億円の収入となり、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度並みであったものの、法人税等の支払額

の減少等により前連結会計年度に比べ157億円の増収となりました。これに対し、投資活動によるキャ

ッシュ・フローは2,927億円の支出となり、投資有価証券の取得による支出の増加、投資有価証券の売

却による収入の減少等の影響により前連結会計年度に比べ1,765億円支出が増加いたしました。これら

を合計した当連結会計年度のフリー・キャッシュ・フローは1,249億円の収入となり、前連結会計年度

に比べ、1,608億円の減収となりました。借入金の借入・返済、社債の発行・償還による収入と支出、

市場買付による自己の株式の取得や配当金の支払等により、財務活動によるキャッシュ・フローは

1,133億円の支出となり、前連結会計年度に比べ2,028億円の支出の減少となりました。これはフリー・

キャッシュ・フローが前連結会計年度に比べ1,608億円減少したことに加え、現金及び現金同等物が前

連結会計年度は272億円減少しましたが、当連結会計年度は116億円増加したことによるものでありま

す。 

 なお、当連結会計年度末の借入金・社債等の残高は、フリー・キャッシュ・フローや、2009年満期円

貨建保証付転換社債型新株予約権付社債のうち825億円の株式への転換があったものの市場買付による

自己の株式の取得等があったことにより、前連結会計年度末に比べ177億円増加し、１兆1,805億円とな

りました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社および連結子会社)は、鉄鋼事業およびエンジニアリング事業を中心に、合理化、製

品の高付加価値化、品質向上、設備更新、環境対策等に重点をおいて設備投資を実施しております。当連

結会計年度における設備投資の内訳は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は有形・無形固定資産の合計数値であり、消費税等を含んでおりません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。 

３ 当社の主要な設備はＪＦＥスチール㈱より賃借しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

金額(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業 185,138 ＋9.6

エンジニアリング事業 3,659 ＋9.6

都市開発事業 654 ＋50.3

ＬＳＩ事業 3,989 △28.3

計 193,442 ＋8.5

消去又は全社 154 ―

合計 193,596 ＋8.5

事業所名 
(所在地)

 
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形 
固定資産

合計

本社
(東京都千代田区)

―
その他の 
設備

56 0
─

(─)
20 68 145 62



(2) 国内子会社 

① ＪＦＥスチール㈱ 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

３ 本社他には、本社、支社・支店・営業所・海外事務所を含んでおります。 

４ 東日本製鉄所(千葉地区)・(京浜地区)、西日本製鉄所(倉敷地区)・(福山地区)、知多製造所の帳簿価額には

スチール研究所を含んでおります。スチール研究所の従業員については、本社他に含んでおります。 

  

② ＪＦＥエンジニアリング㈱ 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

３ 鶴見事業所他には、鶴見事業所、本社および支社・支店・営業所を含んでおります。 

４ 鶴見事業所の一部をユニバーサル造船㈱に賃貸しております。 

  

③ ＪＦＥ都市開発㈱ 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

東日本製鉄所
(千葉地区)
(千葉市中央区)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

87,267 114,146
63,566
(8,323)

8,353 7,101 280,436 2,676

東日本製鉄所
(京浜地区)
(川崎市川崎区)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

83,685 83,274
93,665
(6,899)

12,461 7,695 280,781 1,971

西日本製鉄所
(倉敷地区)
(岡山県倉敷市)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

52,724 139,968
33,989

(11,332)
10,355 7,221 244,260 3,169

西日本製鉄所
(福山地区)
(広島県福山市)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

65,141 241,101
73,247

(14,289)
8,675 6,990 395,156 3,804

知多製造所
(愛知県半田市)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

7,669 23,355
12,747
(1,931)

1,813 1,609 47,194 672

本社
(東京都千代田区)他

鉄鋼事業
その他の
設備

6,195 102
34,668
(407)

6,766 22,082 69,816 1,939

計 ― ― 302,683 601,949
311,884
(43,184)

48,425 52,701 1,317,644 14,231

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

津製作所
(三重県津市)

エンジニア
リング事業

各種鋼構 
造物製造 
設備

1,863 1,923
4,030
(981)

362 116 8,295 175

鶴見事業所
(横浜市鶴見区)他

エンジニア
リング事業

主に各種 
プラント 
製造設備

7,704 2,423
1,157
(525)

809 1,121 13,216 1,346

計 ― ― 9,567 4,347
5,187

(1,507)
1,171 1,237 21,511 1,521

事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

本社
(東京都千代田区)他

都市開発
事業

賃貸用設
備等

7,054 56
5,699
(126)

150 131 13,091 53



④ 川崎マイクロエレクトロニクス㈱ 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

  

⑤ その他の主要な国内連結子会社 

平成19年３月31日現在

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

  

  

(3) 在外子会社 

平成18年12月31日現在

 
(注) １ 在外子会社の決算日は12月31日であり、金額は、在外子会社の決算日(平成18年12月31日)の為替レートによ

り円換算しております。 

２ 帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計額であります。 

３ 土地の面積は、土地使用権に係る面積であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの当連結会計年度以後１年間の設備計画(新設・改修・拡充)は2,301億円(支出予定額)で

あり、自己資金および借入金等により充当する予定であります。設備投資は主として、鉄鋼事業を営む主

要な連結子会社であるＪＦＥスチール㈱およびＪＦＥ条鋼㈱で行われ、今後の主な工事は以下のとおりで

あります。 

  

 
(注)  金額には消費税等を含んでおりません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

宇都宮工場
(栃木県芳賀郡芳
賀町)他

ＬＳＩ事業
ＬＳＩ製品
製造設備

3,471 2,682
3,643
(146)

3,500 2,360 15,658 607

会社名
主要な 
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

ＪＦＥ 
条鋼㈱

鹿島製造
所(茨城県
神栖市)他

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

34,957 37,316
69,570
(1,813)

4,527 1,558 147,930 844

会社名
主要な 
事業所名 
(所在地)

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称

設備の 
主な内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固 
定資産

合計

広州ＪＦＥ
鋼板有限公
司

―
(中国広州)

鉄鋼事業
鉄鋼製品
製造設備

697 14,187
─

(279)
212 530 15,628 199

事業所 工事名 工期
投資額
(億円)

ＪＦＥスチール㈱ 
知多製造所

中径シームレス生産能力増強工事 平成19年７月～平成20年７月 150

ＪＦＥスチール㈱ 
東日本製鉄所(京浜地区)

連続式酸洗設備新設 平成18年１月～平成19年５月 130

ＪＦＥ条鋼㈱仙台製造所
リフレッシュ工事 
（製鋼合理化・線材品質向上工事等）

平成18年９月～平成20年９月 120

ＪＦＥスチール㈱ 
東日本製鉄所(京浜地区)

シャフト炉（スクラップ溶解炉）新設 平成19年６月～平成20年８月 100

ＪＦＥスチール㈱ 
西日本製鉄所(倉敷地区)

１ＣＤＱ（コークス乾式消火設備）新設 平成19年７月～平成21年２月 95



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注） 提出日現在の発行数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権付社債に係る 

新株予約権の行使により発行された株式は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、以下のとおりで 

  あります。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,298,000,000

計 2,298,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 611,663,662 612,574,768

東京証券取引所
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
(以上市場第一部)

―

計 611,663,662 612,574,768 ― ―

2009年満期円貨建保証付転換社債型新株予約権付社債（平成16年６月14日発行）

事業年度末現在
（平成19年3月31日現在）

提出日の前月末現在 
（平成19年5月31日現在）

新株予約権の数（個） 1,742 1,434

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,153,145 4,242,039

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,465  （注） 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年6月28日
至 平成21年6月10日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 3,465
資本組入額 1,733

同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利
益を喪失した場合には、以後
本新株予約権を行使すること
はできないものとする。ま
た、各本新株予約権の一部行
使はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左

新株予約権付社債の残高（百万円） 17,420 14,340

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

－ 同左



（注）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社

普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において、「既発行株

式数」は当社の発行済普通株式総数（但し、当社の保有する普通株式に係る自己株式数を除く。）をいいま

す。 

 
 また、転換価額は、当社普通株式の分割若しくは併合、又は当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場

合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整されます。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  

    該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 東京シヤリング㈱との株式交換（交換比率１：0.064）および川鉄鋼板㈱との株式交換（交換比率１：

0.068）によるものであります。 

２ ＪＦＥ工建㈱との株式交換（交換比率１：0.174）によるものであります。 

３ エルエスフエンス㈱との株式交換（交換比率１：0.179）によるものであります。 

    ４ 新株予約権付社債に係る新株予約権の行使による増加であります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式が「個人その他」に225,528単元、「単元未満株式の状況」に43株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が206単元含まれております。 

  

新発行・
×

１株あたりの

既発行
＋

処分株式数 発行・処分価額

調整後
＝

調整前
×

株式数 時 価

転換価額 転換価額 既発行株式数 ＋  新発行・処分株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年９月27日 ― 574,733 ― 100,000 ― 688,574

平成15年10月１日(注)１ 4,785 579,518 ― 100,000 16,222 704,796

平成16年２月１日(注)２ 6,845 586,364 ― 100,000 18,959 723,755

平成16年３月１日(注)３ 870 587,235 ― 100,000 1,702 725,458

平成18年４月１日～   
平成19年３月31日(注)４

24,428 611,663 42,334 142,334 42,310 767,768

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況 

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

3 272 79 2,343 723 68 197,601 201,089 ―

所有株式数 
(単元)

24 2,468,256 65,430 536,597 1,838,975 1,354 1,119,513 6,030,149 8,648,762

所有株式数 
の割合(％)

0.00 40.93 1.09 8.90 30.50 0.02 18.56 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)１ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数に

は、信託業務に係る株式が含まれております。 

  ２ 上記のほか、当社は自己株式22,552千株（持株割合3.69%）を保有いたしております。 

  ３ ＪＰモルガン信託銀行株式会社ほか５社の連名により、平成18年11月14日付で大量保有報告書の変更報告書

に係る訂正報告書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日 平成18年６月30日）、当社とし

て当事業年度末における実質所有株式数の確認ができておりません。なお、当該報告書の内容は以下のとおり

であります。 

 
    上記保有株券等および株券等保有割合は、保有潜在株式147千株を含めて算出されております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 46,918 7.67

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 36,248 5.93

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 22,139 3.62

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 15,985 2.61

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 13,351 2.18

ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー  
(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

11,838 1.94

ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー ５０５１０３ 
(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室)

P.O.BOX  351  BOSTON  MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

11,802 1.93

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 9,975 1.63

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託
口４)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 9,213 1.51

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 8,419 1.38

計 ― 185,892 30.39

大量保有者 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 18,074 3.08

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 6,217 1.06

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユ
ーケー）リミテッド

699 0.12

ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・イン
ク

558 0.10

ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージ
メント・インク

58 0.01

ＪＰモルガン証券株式会社 8 0.00

合   計 25,616 4.36



  ４ アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか４社の連名により、平成18年12月27日付で大量保有報告書の変

更報告書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日 平成18年12月22日）、当社として当事業年

度末における実質所有株式数の確認ができておりません。なお、当該報告書の内容は以下のとおりでありま

す。 

 
  ５ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社ほか１０社の連名により、平成19年1月10日付

で大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日 平成18年12月31

日）、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができておりません。なお、当該報告書の内容

は以下のとおりであります。 

 
  ６ 野村證券株式会社ほか１社の連名により、平成19年1月22日付で大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長

に提出されておりますが（報告義務発生日 平成19年1月15日）、当社として当事業年度末における実質所有株

式数の確認ができておりません。なお、当該報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

大量保有者 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 59,822 10.19

アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 4,430 0.75

アライアンス・バーンスタイン株式会社 801 0.14

ウインタートウル・スイス生命保険株式会社 34 0.01

アクサ・インベストメント・マネージャーズ・パリ 25 0.00

合  計 65,114 11.09

大量保有者 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 7,294 1.24

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 6,304 1.07

バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザーズ 4,456 0.76

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 3,312 0.56

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッ
ド

1,198 0.20

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 612 0.10

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式
会社

471 0.08

バークレイズ・キャピタル・インク 337 0.06

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オーストラ
リア・リミテッド

244 0.04

バークレイズ・ライフ・アシュアランス・カンパニー・リ
ミテッド

53 0.01

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・カナダ・リ
ミテッド

44 0.01

合   計 24,329 4.14

大量保有者 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

野村アセットマネジメント株式会社 24,788 4.22

野村證券株式会社 1,956 0.33

合   計 26,745 4.55



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 証券保管振替機構名義の株式20,600株が含まれております。 

２ １単元(100株)未満の株式であります。 
３ 以下のとおり、自己株式および相互保有株式が含まれております。 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ このほか、株主名簿上はＪＦＥスチール㈱およびＪＦＥエンジニアリング㈱となっておりますが実質的に所

有していない株式がそれぞれ900株、600株あります。 

２ 上記１の株式は、いずれも①発行済株式の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

３ 当社は、平成19年４月16日をもって住所を以下に移転しております。 

  （新住所）東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己株式）
― ―

普通株式 22,552,800

（相互保有株式）
― ―

普通株式 34,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 580,427,800 5,804,278 (注)１

単元未満株式 8,648,762 ―
(注)２ 
(注)３

発行済株式総数 611,663,662 ― ―

総株主の議決権 ― 5,804,278 ―

自己株式 当 社 43 株

相互保有株式 ㈱ＪＦＥサンソセンター 74
日伸運輸㈱ 45

計 162

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己株式）

当社
東京都千代田区丸の内
１丁目１番２号

22,552,800 ― 22,552,800 3.69

（相互保有株式）

㈱野上シェル中子製作所
大阪府岸和田市田治米209
番地

22,500 ― 22,500 0.00

㈱ＪＦＥサンソセンター
広島県福山市鋼管町１番
地

11,800 ― 11,800 0.00

相互保有株式 小計 ― 34,300 ― 34,300 0.01

計 ― 22,587,100 ― 22,587,100 3.69



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
 (1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 会社法第155条第３号による普通株式の取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買 

取りによる株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）１ 当期間における「その他（単元未満株式の売渡し）」には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出 

 日までの単元未満株式の売渡しによる株式数は含まれておりません。 

   ２ 当期間における「保有自己株式数」には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

  株式の買取りおよび売渡しによる株式数は含まれておりません。 

  

【株式の種類等】
会社法第155条第３号並びに旧商法第221条第６項及び会社法第

155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(18年11月10日)での決議状況 
(取得期間18年11月13日～19年６月30日)

30,000,000 120,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 20,347,500 119,998,339,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 9,652,500 1,661,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 32.2 0.0

当期間における取得自己株式 0 0

提出日現在の未行使割合(％) 32.2 0.0

区   分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 593,847 3,394,481,984

当期間における取得自己株式 64,172 449,607,000

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の売渡し) 65,296 387,593,180 5,815 39,454,890

保有自己株式数 22,552,843 ― 22,611,200 ―



３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を最重要経営課題のひとつと考えており、グループ全体として持続性のある

企業体質の確立を図りつつ、積極的に配当を実施してまいります。 

 具体的には平成18年３月に策定いたしました第２次中期経営計画の期間(平成18年度～平成20年度)に

おきましては配当性向(連結ベース)を25％程度とすることを基本として検討してまいります。 

 内部留保資金につきましては成長に向けた戦略的投資、研究開発活動の強化等に活用するとともに大

型成長投資にも機動的に対応可能な財務体質の構築を狙いといたしましてＤ／Ｅレシオを早期に50％以

下に到達させることを目指し、引き続き財務体質の改善にも充当してまいります。 

 なお、Ｄ／Ｅレシオが50％を切る水準に達する状況におきましては、一層積極的に株主還元を実施し

てまいります。 

この基本方針のもと、第２次中期経営計画の進捗状況を踏まえ、当事業年度の配当金につきまして

は、期末配当金を１株当たり70円とし、年間では、中間配当金50円と合わせて前事業年度に比べ20円増

配の１株当たり120円としております。 

当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、中間

配当については取締役会、期末配当については株主総会を配当の決定機関としております。 

  

(注) 当事業年度を基準日とする剰余金の配当の取締役会または株主総会の決議年月日、配当金の総額および１株

当たりの配当額は以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

取締役会決議日 平成18年10月26日 配当金の総額 29,269百万円 １株当たりの配当額 50円

定時株主総会決議日 平成19年６月27日 配当金の総額 41,237百万円 １株当たりの配当額 70円

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 1,721 3,010 3,290 4,800 7,930

最低(円) 1,196 1,395 2,085 2,590 4,090

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) 4,830 5,390 6,280 6,910 7,930 7,600

最低(円) 4,450 4,610 5,320 5,660 6,670 6,850



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

 
代表取締役 

社長 
 

― 數 土 文 夫 昭和16年３月３日生

昭和39年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)３ 12,800 株

平成６年６月 同社取締役

平成９年６月 同社常務取締役

平成12年６月 同社取締役副社長(代表取締役)

平成13年６月 同社取締役社長(代表取締役)

平成14年９月 当社取締役

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社代表取締役

社長

平成17年４月 同上退任

当社代表取締役社長（現任）

（他の法人等の代表状況） 

財団法人ＪＦＥ21世紀財団理事長

代表取締役 ― 森 山 雄 一 昭和17年８月７日生

昭和41年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)３ 11,400 株

平成７年６月 同社取締役

平成10年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社取締役副社長（代表取締役）

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社代表取締役

平成17年４月 同上退任

当社執行役員副社長（現任）

平成17年６月 当社代表取締役(現任)

代表取締役 ― 山 﨑 敏 邦 昭和21年１月13日生

昭和43年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)３ 5,544 株

平成11年６月 同社取締役

平成12年３月 同上退任

平成12年４月 同社常務（執行役員）

平成13年４月 同社専務（執行役員）

平成14年９月 当社専務執行役員

平成15年３月 日本鋼管株式会社専務（執行役員）

退任

平成17年４月 当社執行役員副社長（現任）

平成17年６月 当社代表取締役（現任）

取締役 ― 馬 田  一 昭和23年10月７日生

昭和48年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)３ 7,400 株

平成12年６月 同社取締役

平成15年３月 同上退任

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社専務執行役

員

平成17年４月 同社代表取締役社長（現任）

平成17年６月 当社取締役（現任）

（他の法人等の代表状況） 

ＪＦＥスチール株式会社代表取締役社長

取締役 ― 齊 藤  脩 昭和22年９月14日生

昭和45年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)３ 4,825 株

平成11年６月 同社取締役

平成12年３月 同上退任

平成12年４月 同社常務（執行役員）

平成13年４月 同社専務（執行役員）

平成14年９月 当社専務執行役員

平成15年３月 日本鋼管株式会社専務（執行役員）

退任

平成17年４月 当社専務執行役員退任

ＪＦＥエンジニアリング株式会社代

表取締役社長(現任)

平成17年６月 当社取締役（現任）

(他の法人等の代表状況) 

ＪＦＥエンジニアリング株式会社代表取締役社長

取締役 ― 丹 羽 宇一郎 昭和14年１月29日生

昭和37年４月 伊藤忠商事株式会社入社

(注)３ 1,000 株

平成９年４月 同社取締役副社長

平成10年４月 同社取締役社長

平成16年６月 同社取締役会長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

(他の会社の業務執行取締役等及び社外役員兼任状況) 

日本郵政株式会社社外取締役 

九州石油株式会社社外取締役

取締役 ― 浅 井 滋 生 昭和18年９月13日生

昭和63年４月 名古屋大学工学部教授

(注)３ 0 株

平成９年４月 同大学大学院工学研究科教授

平成10年４月 同大学評議員

平成19年４月 同大学名誉教授（現任）

独立行政法人科学技術振興機構ＪＳ

Ｔイノベーションプラザ東海館長

（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

(他の法人等の代表状況) 

社団法人日本鉄鋼協会会長



  

 
(注)１ 取締役丹羽宇一郎および浅井滋生の両氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

  ２ 監査役西之原敏州および若杉敬明の両氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

  ３ 平成19年6月27日選任後、1年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。 

  ４ 平成17年6月28日選任後、4年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。 

  ５ 平成19年6月27日選任後、4年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。 

  ６ 平成18年6月28日選任後、4年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

監査役 
(常勤)

― 宮 崎 徹 夫 昭和17年６月20日生

昭和40年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)４ 13,800 株

平成７年６月 同社取締役

平成10年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社取締役副社長（代表取締役）

平成14年９月 当社代表取締役

平成15年３月 川崎製鉄株式会社取締役副社長（代

表取締役）退任

平成17年４月 当社取締役

平成17年６月 同上退任

当社監査役（常勤）（現任）

監査役 

(常勤)
― 久 保 國 興 昭和20年11月24日生

昭和43年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)４ 3,934 株

平成９年６月 同社取締役

平成12年３月 同上退任

平成12年４月 同社専務（執行役員）

平成15年３月 同上退任

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社専務執行役

員

平成17年４月 同上退任

当社常勤顧問

平成17年６月 当社監査役（常勤）（現任）

監査役 ― 西之原 敏 州 昭和19年４月29日生

昭和42年４月 株式会社第一銀行入社

(注)５ 1,600 株

平成７年６月 株式会社第一勧業銀行取締役

平成９年５月 同行常務取締役

平成９年６月 同行専務取締役

平成10年５月 同行取締役副頭取

平成12年９月 同行取締役副頭取、株式会社みずほ

ホールディングス取締役副社長

平成14年３月 同上退任

平成14年９月 当社監査役（現任）

平成15年６月 中央不動産株式会社代表取締役会長

兼社長

平成16年12月 中央不動産株式会社代表取締役会長

平成17年６月 中央不動産株式会社特別顧問（現

任）

監査役 ― 若  杉 敬  明 昭和18年３月11日生

昭和60年６月 東京大学経済学部教授

(注)６ 1,078 株

平成16年４月 東京経済大学経営学部教授（現任）

平成16年６月 東京大学名誉教授（現任）

平成18年６月 当社監査役（現任）

(他の法人等の代表状況) 

ミシガン大学ビジネススクールミツイライフ金融研究

所所長 

日本コーポレート・ガバナンス研究所理事長・所長

(他の会社の業務執行取締役等及び社外役員兼任状況) 

株式会社リコー社外取締役 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ社外監査役

計 63,381 株



  ７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

    １名を選出しております。なお、補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

 
  

（執行役員の状況） 

当社は、経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任の明確化および決定・執行の迅速化を実現

するため、執行役員制を採っております。平成19年６月27日現在の執行役員は、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

氏名 生年月日 略歴 所有株式数

田 代 有 嗣 昭和３年２月６日生

昭和29年４月 検事任官

3,925 株

昭和50年４月 法務省法務総合研究所研修第三部長

昭和54年４月 同上退官

昭和54年５月 弁護士登録

昭和55年４月 日本大学法学部教授

平成10年２月 同上退職

平成12年６月 日本鋼管株式会社監査役

平成14年９月 当社監査役

平成15年３月 日本鋼管株式会社監査役退任

平成19年６月 当社監査役退任

当社補欠監査役（現任）

役名 氏名 担当

社 長 數  土  文  夫 ＣＥＯ（最高経営責任者）

副社長 森  山  雄  一 総務部、企画部の統括

副社長 山  﨑  敏  邦 財務・ＩＲ部および経理部の統括

専 務 林  田  英  治 企画部、経理部の担当

常 務 笹  本  前  雄 総務部の担当、総務部長

常 務 岡  田  伸  一 財務・ＩＲ部の担当、財務・ＩＲ部長



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、持株会社のもとに事業を展開する事業会社をおく体制をとっております。 

持株会社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱（以下、ＪＦＥホールディングス㈱）は、

グループの一元的なガバナンスの中心にあって、全グループの戦略機能を担い、全グループのリスク

管理と対外説明責任を負うスリムなグループ本社としての業務を遂行しております。 

事業会社は、事業分野ごとの特性に応じた最適な業務執行体制により事業を推進し、競争力の強化

と収益力の拡大をはかっております。 

持株会社と事業会社が各々その責務を果たすことにより、株主はじめ全てのステークホルダーにと

っての企業価値最大化に努めております。 

  

(2) 経営体制および内部統制体制の関係図 

  
 

  



  (3) 経営体制・内部統制体制 

①会社の機関 

当社およびグループを構成する各社は、監査役制度を採用しております。当社ではコーポレート・

ガバナンスのより一層の強化を図る目的から、本年6月に開催された定時株主総会の決議を経て、社

外取締役制を導入するとともに、取締役の任期を２年から１年に短縮いたしました。社外取締役２名

を含む７名から構成される取締役会が、業務執行に対する適切な監督機能を発揮するとともに経営効

率の維持・向上に努めており、社外監査役２名を含む４名から構成される監査役会が、経営を監視

し、その健全性強化に努めております。 

また、ＪＦＥホールディングス㈱・ＪＦＥスチール㈱・ＪＦＥエンジニアリング㈱および川崎マイ

クロエレクトロニクス㈱では、経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任の明確化、および執

行の迅速化を実現するため、執行役員制を採用しております。 

  

②重要事項の決定 

グループを構成する各社の重要事項につきましては、各社規程により明確な決定手続きを定めてお

り、グループとしての経営に関わる重要事項につきましては、ＪＦＥホールディングス㈱におきまし

て、最終的に審議・決定を行う体制としております。 

具体的には、各事業会社では、自社および傘下グループ会社の重要事項につき、ＪＦＥホールディ

ングス㈱では、自社・事業会社およびグループ会社の重要事項につき、経営会議等での審議、取締役

会での決定を行っております。 

ＪＦＥホールディングス㈱・ＪＦＥスチール㈱・ＪＦＥエンジニアリング㈱では、経営会議を2回

程度/月開催、取締役会を1～2回/月開催しております。 

ＪＦＥホールディングス㈱における経営会議（議長：社長／事務局：企画部）は、6名の執行役員

全員とＪＦＥスチール㈱社長、ＪＦＥエンジニアリング㈱社長で構成され、監査役が出席しておりま

す。 

また、ＪＦＥスチール㈱・ＪＦＥエンジニアリング㈱における経営会議（議長：各社社長／事務

局：各社経営企画部）は、取締役全員と主要な執行役員（ＪＦＥエンジニアリング㈱の場合は全執行

役員）、監査役が出席しております。 

当社グループにおきましては、品種・事業ごとの戦略策定と収益管理の一元化による最適な品種・

事業運営を狙いとしまして、ＪＦＥスチール㈱におきましては品種セクター制を、ＪＦＥエンジニア

リング㈱では事業部カンパニー制を採用しております。また、グループ共通の技術開発、ＩＴの課題

につきましては、グループ横断会議体を設けて審議しております。 

  

③内部統制体制・リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制を含む当社の内部統制に関する体制につきましては、下記「内部統制体制構築の基

本方針」に従って、取締役会規則、経営会議規程、ＪＦＥグループ内部統制委員会規程、ＪＦＥグル

ープＣＳＲ会議規程、ＪＦＥグループコンプライアンス委員会規程、開示検討委員会規程等の各種会

議規程、組織・業務規程、および情報保存管理規程を制定すること、ならびに企業倫理ホットライン

を設置すること等により整備・運用されております。 

  

（内部統制体制構築の基本方針） 

当社は、「ＪＦＥグループは、常に世界最高の技術をもって社会に貢献します。」との企業理念の

実現と持続性の高い企業体質の確立をめざして、法令および定款を遵守し企業価値の最大化を図るた

め、以下のとおり内部統制体制を構築する。また、本基本方針およびそれにしたがい構築された内部

統制体制については、継続的な見直し、改善に努める。 

  

１．会社法第362条第4項第6号および会社法施行規則第100条第1項各号に掲げる体制 

  

（１） 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（ア） 取締役、執行役員および使用人の職務権限を組織権限・業務規程等により明確に

し、それらに則って職務を執行する。 

（イ） コンプライアンス委員会を設置し、倫理法令遵守に関する基本方針および重要事

項の審議・決定を行い、施策の実施状況を監督する。 

（ウ） 倫理法令遵守に関する重要な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度（企業

倫理ホットライン）を整備し、適切に運用する。 

（エ） 内部監査部署が法令および定款の遵守状況について監査する。 

  



（２） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（ア） 取締役会、経営会議における審議の充実を図るとともに、必要に応じ適切な会議

体において審議をつくし決定する。 
（イ） 内部監査部署が業務の有効性・効率性について監査する。 

  
（３） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
（ア） 取締役会における決議事項および報告事項に関する情報については、法令にした

がい取締役会議事録を作成し、適切に保存・管理する。 
（イ） 経営会議等、経営の重要事項を審議する会議体に関する情報については、適切に

記録、保存・管理する。 
（ウ） 決裁書等、職務の執行に係る重要な文書等については、適切に作成、保存・管理

する。 
  
（４） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（ア） 事業活動、倫理法令遵守、財務報告・情報開示等に関するリスク管理について

は、担当執行役員等がリスクの認識に努め、必要に応じ適切な会議体において確
認・評価し、その対処方針を審議・決定する。 

（イ） 経営の重要事項については、取締役会規則等により決定手続を定め、審議・決定
する。 

  
（５） 企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（ア） ＪＦＥグループに属する会社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その他

会社の個性および特質を踏まえ、必要に応じ本基本方針に定める事項について体
制を整備する。 

（イ） リスク管理体制 
当社は、グループ経営に関する重要事項について、取締役会規則等により決定

手続を定め、審議・決定する。 
事業会社（当社がその株式を直接保有する重要な事業子会社）は、自社および

傘下のグループ会社の重要事項について、取締役会規則等により決定手続を定
め、審議・決定する。 

（ウ） 倫理法令遵守体制 
当社は、ＪＦＥグループコンプライアンス委員会を設置し、グループの倫理法

令遵守に関する基本方針および重要事項の審議・決定を行い、施策の実施状況を
監督する。また、事業会社コンプライアンス委員会と連携し、倫理法令遵守の経
営を推進する。 
事業会社は、コンプライアンス委員会を設置し、自社および傘下のグループ会

社の倫理法令遵守に関する基本方針および重要事項の審議・決定を行い、施策の
実施状況を監督する 
事業会社傘下のグループ会社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その

他会社の個性および特質を踏まえ、必要な倫理法令遵守体制を整備する。 
（エ） 財務報告・情報開示体制 

ＪＦＥグループに属する会社は、財務報告の信頼性を確保するために必要な体
制、適時適切な情報開示のために必要な体制を整備する。 

  
２．会社法施行規則第100条第3項各号に掲げる体制 

  

（１） 監査役の職務を補助する使用人に関する事項 
監査役の職務を補助する使用人を監査役事務局に置く。 

  
（２） 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項 

当該使用人の人事については、監査役と協議する。 
  
（３） 監査役への報告に関する体制 
（ア） 監査役は、取締役会、経営会議およびその他重要な会議に出席し、報告を受け

る。 
（イ） 取締役、執行役員および使用人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に

応じ、監査役会、監査役に対して職務の執行状況を報告する。 



（４） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（ア） 取締役、執行役員および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地

調査、取締役等との意見交換、子会社調査、子会社監査役との連携等の監査役の

活動が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力する。 

（イ） 監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果について適宜報告を受け、それ

ぞれと緊密な連携を図る。 

  

④内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

内部監査については、当社(2名)および主要な事業会社(計15名)ならびに重要なグループ会社に内
部監査組織を設置し、各社の業務運営に対する監査を実施するとともに、相互に情報共有化を図るこ
とで、グループ全体の内部監査体制の充実を図っております。 
監査役監査については、社外監査役3名を含む監査役5名の体制で、取締役会および経営会議その他

の重要会議に出席するほか、定例的に、および必要に応じ取締役等から業務報告を聴取し、子会社に
赴き、子会社等から事業の報告を受ける等により、取締役の職務の執行を監査しております。また、
会計監査人から適宜報告を受ける他、会計監査人の品質管理体制について説明を受けその妥当性を確
認しております。当社、事業会社およびグループ会社の監査役は相互に情報交換を行い連携を図って
おります。監査役の職務を補助する使用人については、監査役事務局に専従者3名を置き、当該使用
人の人事については監査役と協議することとしております。なお、本年6月に開催された定時株主総
会において、監査役は4名（うち社外監査役2名）の体制となっております。 
会計監査につきましては、新日本監査法人を選任しております。業務を執行した公認会計士の氏名

および所属する監査法人は以下のとおりであります。 
  

 
(注) １ 継続監査年数につきましては、いずれも７年以内であるため、記載を省略しております。 

２ 監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には公認

会計士および会計士補を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者等も加えて構成されて

おります。 
  
内部監査部門、監査役および会計監査人は、監査計画、監査結果の報告等の定期的な打合せを含

め、必要に応じ随時情報交換を行い相互の連携を図っております。 

  

⑤会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社の子会社であるＪＦＥスチール㈱は、社外取締役の丹羽宇一郎氏が取締役会長を務める伊藤忠
商事㈱から鉄鋼原料を購入しておりますが、その取引高は僅少であります。また伊藤忠丸紅鉄鋼㈱
は、ＪＦＥスチール㈱の主要販売先の一つでありますが、同社は伊藤忠商事㈱と丸紅㈱の折半出資に
よって設立された両社の持分法適用会社であり、丹羽宇一郎氏は同社の役員等の地位にはありませ
ん。いずれの取引も、それぞれの会社との定型的な取引であり、丹羽宇一郎氏個人が利害関係を有す
るものではありません。また、当社グループと伊藤忠商事㈱、および伊藤忠丸紅鉄鋼㈱の間に資本関
係がありますが、双方の出資比率は僅少であります。なお、同氏につきましては、豊富な企業経営の
経験に加え、政府の経済財政諮問会議民間議員等多数の公的な役職を務められ、社会全体を見据えた
公正中立な視点から多くの提言をされる等幅広い活動をされており、その深い知見と高い見識が社外
取締役の任に相応しいと判断し、社外取締役に招聘しました。  
 社外取締役の浅井滋生氏は、社団法人日本鉄鋼協会の会長を務めておりますが、同団体は我が国鉄
鋼業の振興発展を目的に設立された文部科学省所管の学術団体であり、当社との間に特別の利害関係
はありません。また、同氏は、当社グループの社会的貢献活動を担うＪＦＥ２１世紀財団の理事を務
めておりますが、定常的な報酬などの特別の利害関係はありません。  

⑥会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

該当する事実はありません。 

  

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員  業務執行社員   鳥 家 秀 夫 新日本監査法人

指定社員  業務執行社員   氏 原 修 一 新日本監査法人

指定社員  業務執行社員   谷 上 和 範 新日本監査法人

指定社員  業務執行社員   中 島 康 晴 新日本監査法人



(4) コンプライアンス体制 

ＪＦＥグループは、社会を構成する一員としての企業の責任を自覚し、よりよい社会の構築に向け

た企業の社会的責任（ＣＳＲ）を経営の根幹に据え、その取り組みを一層強化してまいります。平成

17年10月、ＪＦＥホールディングス㈱に「ＪＦＥグループＣＳＲ会議」（議長：社長、１回/3ヶ月程

度の開催予定）を設置し、コンプライアンス、環境、人事労働、安全・防災、社会貢献など多岐にわ

たる範囲を対象としまして、ＪＦＥグループ全体のＣＳＲへの取り組みを監督・指導する体制を強化

することとしました。なお、本年5月より「ＪＦＥグループＣＳＲ会議」のもとに、従来からの「グ

ループコンプライアンス委員会」、および「グループ環境会議」に加えて、「グループ内部統制委員

会」を新たに設置し、内部統制に関する整備・運用状況の管理強化を図ることといたしました。 

各事業会社においても、ＣＳＲへの取り組みを強化しております。ＪＦＥスチール㈱では、平成17

年4月にＣＳＲ室を設置したことに続きまして、平成17年7月に「ＣＳＲ会議」（議長：社長）を設置

いたしました。「ＣＳＲ会議」のなかに、コンプライアンス、地球環境、人事労働、安全・防災、顧

客満足、社会貢献など12の委員会・部会を設けまして、対象分野ごとの積極的な活動を展開するとと

もに、グループ会社を含めＣＳＲ意識の浸透をはかる活動を進めております。ＪＦＥエンジニアリン

グ㈱ほかの事業会社におきましても、コンプライアンス委員会主体に活動しており、今後体制を強化

してまいります。 

なお、ＪＦＥスチール㈱では、平成17年2月から環境管理に関わる体制（独立した環境管理部組

織、内部監査部門による環境監査）を整備し、環境に対する取り組みを強化しております。 

また、ＪＦＥホールディングス㈱では、ＪＦＥグループの事業の経済的側面、環境的側面、社会的

側面を網羅した「ＪＦＥグループ経営レポート2007」を昨年に引き続き発行しております。  

  

(5) 役員報酬等の内容(提出会社単独) 

 
(注) １ 報酬等の額には、平成19年6月27日開催の第5回定時株主総会において承認されました「役員賞与支給の 

  件」に基づく取締役賞与金110,800千円および監査役賞与金32,630千円がそれぞれ含まれております。 

     ２ 上記のほか、平成18年6月28日開催の第4回定時株主総会において承認されました「第4期利益処分案承認 

  の件」に基づき、取締役3名および監査役4名に対し、各々取締役賞与金総額110,800千円、監査役賞与金 

  総額29,350千円を支払っております。 

３ 平成19年6月27日開催の第5回定時株主総会において承認された「役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り 

  支給の件」に基づき、取締役3名および監査役4名に対し、当社所定の基準にしたがい、取締役および監査 

  役就任時から上記制度廃止時までの在任期間中に対応する退職慰労金打ち切り支給（取締役については総 

  額113百万円以内、監査役については総額34百万円以内）が各々の取締役および監査役の退任時に支払われ 

  ることになります。 

４ 当事業年度において、当社には社外取締役はおりません。 

  

(6) 監査報酬の内容(連結) 

 
(注) １ 当社の会計監査人である新日本監査法人に対し支払うべき報酬等の額を記載しております。 

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の

額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

  

区分 人員 報酬等の額

取締役 ６名 357,552千円

監査役 ５名 128,380千円

区分
当期の報酬額

(千円)

① 当社および当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 378,708

②
上記①の合計額のうち、公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務の対価と

して支払うべき報酬等の合計額
376,588

③ 上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 17,600



(7)社外取締役および社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役２名および社外監査役２名と会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1
項の賠償責任を限定する契約を締結しております。なお当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規
定する額であります。  

(8)取締役の定数および取締役選任の決議要件 
当社の取締役は、１２名以内とする旨定款に定めております。  

 また、当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の
１以上を有する株主が出席することを要する旨定款に定めております。  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日)および当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)の連結財務諸表ならびに前事

業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)および当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年

３月31日)の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 32,567 45,170

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 477,663 530,164

 ３ 棚卸資産 545,878 582,015

 ４ 繰延税金資産 43,630 44,907

 ５ その他 66,714 65,769

 ６ 貸倒引当金 △1,607 △1,108

   流動資産合計 1,164,847 32.1 1,266,919 32.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,4

  (1) 建物及び構築物 476,071 464,983

  (2) 機械装置及び運搬具 749,555 770,239

  (3) 土地 ※３ 514,251 508,868

  (4) 建設仮勘定 64,452 45,848

  (5) その他 23,011 26,574

   有形固定資産合計 1,827,342 1,816,514

 ２ 無形固定資産 ※4,6 71,318 69,437

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※2, 
3,4,9

451,575 618,307

  (2) 繰延税金資産 32,471 12,763

  (3) その他 ※４ 89,784 98,972

  (4) 貸倒引当金 △8,124 △10,874

   投資その他の資産合計 565,707 719,169

   固定資産合計 2,464,367 67.9 2,605,121 67.3

Ⅲ 繰延資産

 １ 開業費等 1,106 100

   繰延資産合計 1,106 0.0 100 0.0

   資産合計 3,630,322 100.0 3,872,142 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 396,396 435,220

 ２ 短期借入金 226,501 188,081

 ３ コマーシャル・ペーパー ― 62,937

 ４ 一年内償還社債 70,000 130,000

 ５ 未払法人税等 82,465 74,917

 ６ その他 ※５ 344,615 352,617

   流動負債合計 1,119,979 30.9 1,243,774 32.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 360,000 230,000

 ２ 新株予約権付社債 100,000 17,612

 ３ 長期借入金 406,356 551,902

 ４ 繰延税金負債 3,482 10,968

 ５ 再評価に係る繰延税金 
   負債

※３ 14,512 14,492

 ６ 退職給付引当金 156,427 152,303

 ７ 特別修繕引当金 47,117 40,954

 ８ その他 74,453 70,511

   固定負債合計 1,162,350 32.0 1,088,746 28.1

   負債合計 2,282,330 62.9 2,332,520 60.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 ※３ 37,609 1.0 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 100,000 2.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 610,403 16.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 502,943 13.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 5,599 0.1 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 117,602 3.2 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 △21,907 △0.6 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※８ △4,260 △0.1 ― ―

   資本合計 1,310,381 36.1 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

3,630,322 100.0 ― ―



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 142,334 3.7

 ２ 資本剰余金 ― ― 652,820 16.9

 ３ 利益剰余金 ― ― 713,381 18.4

 ４ 自己株式 ― ― △127,372 △3.3

   株主資本合計 ― ― 1,381,164 35.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 132,985 3.4

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 920 0.0

 ３ 土地再評価差額金 ※３ ― ― 5,713 0.2

 ４ 為替換算調整勘定 ― ― △19,689 △0.5

   評価・換算差額等合計 ― ― 119,929 3.1

Ⅲ 少数株主持分 ※３ ― ― 38,527 1.0

   純資産合計 ― ― 1,539,621 39.8

   負債純資産合計 ― ― 3,872,142 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,098,374 100.0 3,260,447 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 2,284,855 73.7 2,449,824 75.1

   売上総利益 813,519 26.3 810,623 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 296,347 9.6 306,685 9.4

   営業利益 517,171 16.7 503,938 15.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,340 1,784

 ２ 受取配当金 5,871 6,647

 ３ 受取賃貸料 6,879 7,284

 ４ 棚卸資産関係益 ※３ 8,536 9,626

 ５ 持分法による投資利益 17,302 26,563

 ６ その他 14,440 54,371 1.8 10,629 62,536 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 15,801 15,398

 ２ 固定資産廃売却損失 13,484 15,380

 ３ その他 24,943 54,229 1.8 22,174 52,954 1.6

   経常利益 517,313 16.7 513,520 15.8

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 20,726 20,726 0.6 5,981 5,981 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 棚卸資産評価損 ※４ 9,850 ―

 ２ 固定資産関係損 ※５ ― 4,997

 ３ 投資有価証券評価損 1,444 1,158

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 1,223

 ５ ＰＣＢ処理費用 ※６ 12,611 ―

 ６ 特別退職損失 ※７ 2,557 1,112

 ７ 課徴金等 ※８ 2,315 1,333

 ８ 融雪装置自主撤去費用 ※９ ― 28,779 0.9 1,036 10,861 0.3

   税金等調整前当期純利益 509,261 16.4 508,640 15.6

   法人税、住民税及び事業税 179,791 191,293

   法人税等調整額 △428 179,362 5.8 15,537 206,830 6.3

   少数株主利益 3,901 0.1 2,127 0.1

   当期純利益 325,996 10.5 299,683 9.2



③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

 [連結剰余金計算書] 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 610,384

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 19 19

Ⅲ 資本剰余金期末残高 610,403

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 196,806

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 325,996

 ２ 土地再評価差額金取崩 
   による増加

5,646

 ３ タイ国関係会社の資産 
   再評価益計上による増加

1,874 333,517

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 26,366

 ２ 役員賞与 509

 ３ タイ国関係会社の資産 
   再評価益取崩による減少

505 27,380

Ⅳ 利益剰余金期末残高 502,943



 [連結株主資本等変動計算書] 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 100,000 610,403 502,943 △4,260 1,209,087

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 42,334  42,310  84,644 

 利益処分による剰余金の配当 △58,555 △58,555

 剰余金の配当 △29,269 △29,269

 利益処分による役員賞与 △897 △897

 当期純利益 299,683  299,683 

 自己株式の取得 △123,392 △123,392

 自己株式の処分 106  280  387 

 連結範囲変更による増加 132  132 

 連結範囲変更による減少 △17 △17

 土地再評価差額金取崩による 
 減少

△113 △113

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩による減少

△523 △523

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

42,334  42,417  210,437  △123,112 172,076 

平成19年３月31日残高(百万円) 142,334  652,820  713,381  △127,372 1,381,164 

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 117,602 ― 5,599 △21,907 101,294 37,609 1,347,991

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 84,644

 利益処分による剰余金の配当 △58,555

 剰余金の配当 △29,269

 利益処分による役員賞与 △897

 当期純利益 299,683

 自己株式の取得 △123,392

 自己株式の処分 387

 連結範囲変更による増加 132

 連結範囲変更による減少 △17

 土地再評価差額金取崩による 
 減少

△113

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩による減少

△523

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

15,383 920 113 2,217 18,635 917 19,552

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

15,383 920 113 2,217 18,635 917 191,629

平成19年３月31日残高(百万円) 132,985 920 5,713 △19,689 119,929 38,527 1,539,621



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 509,261 508,640

 ２ 減価償却費 175,057 176,794

 ３ 引当金の増減額（減少：△） △143 △6,286

 ４ 受取利息及び受取配当金 △7,212 △8,432

 ５ 支払利息 15,801 15,398

 ６ 投資有価証券売却益 △20,726 △5,981

 ７ 棚卸資産評価損 9,850 ―

 ８ 固定資産関係損 ― 4,997

 ９ 投資有価証券評価損 1,444 1,158

 10 貸倒引当金繰入額 ― 1,223

 11 ＰＣＢ処理費用 12,611 ―

 12 特別退職損失 2,557 1,112

 13 課徴金等 2,315 1,333

 14 融雪装置自主撤去費用 ― 1,036

 15 売上債権の増減額（増加：△） 39,920 △50,657

 16 棚卸資産の増減額（増加：△） △38,568 △33,189

 17 仕入債務の増減額（減少：△） △45,087 42,894

 18 その他 △25,251 △33,254

    小計 631,829 616,788

 19 利息及び配当金の受取額 12,027 16,533

 20 利息の支払額 △16,790 △16,509

 21 法人税等の支払額 △232,110 △182,790

 22 その他 7,016 △16,375

   営業活動によるキャッシュ・フロー 401,973 417,645



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 固定資産の取得による支出 △176,324 △186,874

 ２ 固定資産の売却による収入 12,724 14,217

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △6,270 △130,852

 ４ 投資有価証券の売却による収入 43,980 7,446

 ５ その他 9,665 3,313

   投資活動によるキャッシュ・フロー △116,224 △292,750

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額（減少：△） 4,518 6,293

 ２ コマーシャル・ペーパーの純増減額（減少：△） ― 62,937

 ３ 長期借入金の借入による収入 91,580 311,982

 ４ 長期借入金の返済による支出 △329,521 △212,167

 ５ 社債の発行による収入 49,758 19,898

 ６ 社債の償還による支出 △101,000 △90,000

 ７ 自己株式の取得による支出 ― △123,392

 ８ 親会社による配当金の支払額 △26,243 △87,494

 ９ その他 △5,220 △1,361

   財務活動によるキャッシュ・フロー △316,127 △113,304

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,125 98

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △27,253 11,688

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 59,866 32,464

Ⅶ 連結範囲の変更による増減額（減少：△） △148 907

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 32,464 45,061



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 

  子会社のうち215社が連結の範囲に含まれておりま

す。主要な連結子会社については、「第１ 企業の概

況 ４ 関係会社の状況」に記載しております。

  当連結会計年度より、ＪＦＥスチール・オーストラ

リア・リソーシズ・ピーティーワイ・リミテッド他８

社について、新規設立等に伴い、連結の範囲に加えて

おります。

  また、ＪＦＥ鋼管㈱他19社について、合併、清算等

に伴い、連結の範囲より除外しております。なお、Ｊ

ＦＥ鋼管㈱の解散については、「第１ 企業の概況

４ 関係会社の状況」に記載しております。

  主要な非連結子会社は、ＪＦＥスチール・オースト

ラリア(ワイディー)・ピーティーワイ・リミテッドで

あります。非連結子会社は合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に

見合う額)等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を

与えていないため、連結の範囲から除外しておりま

す。

１ 連結の範囲に関する事項

 

  子会社のうち213社が連結の範囲に含まれておりま

す。主要な連結子会社については、「第１ 企業の概

況 ４ 関係会社の状況」に記載しております。

  当連結会計年度より、ＪＦＥスチール・オーストラ

リア(ワイディー)・ピーティーワイ・リミテッド他５

社について、重要性が増したこと等に伴い、連結の範

囲に加えております。

 また、ＪＦＥスチール・フィリピン・コーポレーショ

ン他７社について、合併等に伴い、連結の範囲より除

外しております。

  主要な非連結子会社は、ＪＦＥテクノマニラ・イン

クであります。非連結子会社は合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金

(持分に見合う額)等がいずれも連結財務諸表に重要な

影響を与えていないため、連結の範囲から除外してお

ります。

２ 持分法の適用に関する事項

 

  関連会社のうち39社について持分法を適用しており

ます。主要な持分法適用会社については、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しておりま

す。

  当連結会計年度より、内蒙古顎爾多斯ＥＪＭ錳合金

有限公司について、新規設立に伴い、新たに持分法適

用会社としております。

  また、千葉新都心開発㈱他４社について、清算等に

伴い、持分法の適用から除外しております。

  非連結子会社(ＪＦＥスチール・オーストラリア(ワ

イディー)・ピーティーワイ・リミテッド他)および関

連会社(日伸運輸㈱他)は、当期純損益(持分に見合う

額)および利益剰余金(持分に見合う額)等がいずれも

連結財務諸表に重要な影響を与えていないため、持分

法の適用から除外しております。

 

２ 持分法の適用に関する事項

 

  関連会社のうち41社について持分法を適用しており

ます。主要な持分法適用会社については、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しておりま

す。

  当連結会計年度より、東国製鋼㈱他３社について、

株式取得等に伴い、新たに持分法適用会社としており

ます。

  また、水島共同火力㈱他１社について、合併等に伴

い、持分法の適用から除外しております。

  非連結子会社(ＪＦＥテクノマニラ・インク他)およ

び関連会社(日伸運輸㈱他)は、当期純損益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等がいず

れも連結財務諸表に重要な影響を与えていないため、

持分法の適用から除外しております。



 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  タイ・コーテッド・スチール・シート・カンパニ

ー・リミテッドをはじめとする一部の連結子会社(国

内４社、海外29社)の決算日は12月31日または３月20

日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、当

該会社については連結決算日との差異は３ヶ月以内で

あるため当該会社の決算日の財務諸表を使用しており

ます。

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  タイ・コーテッド・スチール・シート・カンパニ

ー・リミテッドをはじめとする一部の連結子会社(国

内４社、海外32社)の決算日は12月31日または３月20

日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、当

該会社については連結決算日との差異は３ヶ月以内で

あるため当該会社の決算日の財務諸表を使用しており

ます。

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

 

４ 会計処理基準に関する事項

 

 (イ)重要な資産の評価基準および評価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     主として、連結決算日前１ヶ月の市場価格の

平均に基づく時価法によっております。(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定しておりま

す。)

４ 会計処理基準に関する事項

 (イ)重要な資産の評価基準および評価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     主として、連結決算日前１ヶ月の市場価格の

平均に基づく時価法によっております。(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定しておりま

す。)

    時価のないもの

     主として、移動平均法による原価法によって

おります。

    時価のないもの

同左

  ②棚卸資産

   主として、後入先出法による原価法によっており

ます。

  ②棚卸資産

同左

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産

    主として、定率法によっております。 

  

  ②無形固定資産

   主として、定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(主として５年)に基づく定額

法によっております。 

  

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産

同左 

 

  ②無形固定資産

同左

    

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

 (ハ)重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ②退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。

   過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

（会計処理の変更）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」(企業会計基準第３号 平成17年

３月16日)および「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指

針第７号 平成17年３月16日)を適用しておりま

す。これによる当連結会計年度の損益に与える影響

はありません。

 

  ②退職給付引当金

   従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。

   過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

  ③特別修繕引当金

   溶鉱炉および熱風炉等の改修に要する費用の支出

に備えるため、次回の改修費用見積額を次回の改修

までの期間に按分して繰入れております。

 

  ③特別修繕引当金

同左

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

 

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

 (ホ)重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 

 (ホ)重要なリース取引の処理方法

同左

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用しております。

   なお、為替予約等については振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を採用し、金利スワップ

については特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

 

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

同左

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

   為替予約…外貨建取引および予定取引

   金利スワップ…借入金および社債

 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

   

   



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ③ヘッジ方針

   当社および連結子会社各社における社内管理規定

に基づき、為替変動リスクおよび金利変動リスクを

ヘッジしております。これらすべてのデリバティブ

取引は、実需に基づくものに限定しており、投機を

目的に単独で利用することはありません。

 

  ③ヘッジ方針

同左

 (ト)収益の計上基準

    請負工事に係る収益の計上は、長期・大型工事

(工期１年超、請負金額５億円以上)については、

工事進行基準、その他の工事については、工事完

成基準によっております。

 (ト)収益の計上基準

    エンジニアリング事業の請負工事に係る収益計

上は長期・大型の請負工事(工期１年超、請負金

額１億円以上)については工事進行基準、その他

の工事については工事完成基準によっておりま

す。 

 

 (チ)消費税等の会計処理

   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (チ)消費税等の会計処理

同左

 (リ)連結納税制度の適用

   連結納税制度を適用しております。

 (リ)連結納税制度の適用

同左

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産および負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

 

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  ５年間で均等償却しております。なお、僅少なもの

は発生期に償却しております。

 

―――――――

――――――― ６ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

  ５年間で均等償却しております。なお、僅少なもの

は発生期に償却しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

 

―――――――

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資であります。

 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――― （収益の計上基準）

  エンジニアリング事業の請負工事に係る収益の計上

は従来、工期１年超、請負金額５億円以上の工事につ

いては工事進行基準、その他の工事については工事完

成基準によっておりましたが、より適正な期間損益計

算を行うことを目的として、当連結会計年度より新た

に受注した工期１年超、請負金額１億円以上の工事に

ついて工事進行基準を適用することに変更いたしまし

た。 

 なお、この変更による当連結会計年度の売上高、営

業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益への

影響は軽微であります。 

 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)および「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は 

1,500,173百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

――――――― （企業結合に係る会計基準および事業分離等に関する会

計基準等）

  当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会 平成15年10月31日)、「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成17年

12月27日)および「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針

第10号 平成17年12月27日)を適用しております。 

 

 ――――――― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い、金融商品

に関する会計基準）

  当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」(実務対応報告第19号 平成18年８

月11日)および「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号 平成18年８月11日)を適用しておりま

す。 

 これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあ

りません。 

 



表示方法の変更 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結キャッシュ・フロー計算書において、当連結会

計年度は「自己株式売却による収入」については、財

務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て掲記しております。

  なお、当連結会計年度の「自己株式売却による収

入」は65百万円であります。 

１ 連結キャッシュ・フロー計算書において、当連結会

計年度は「自己株式の取得による支出」の重要性が増

したため、区分表示しております。

  なお、前連結会計年度の「自己株式の取得による支

出」は1,315百万円で、財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて掲記しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

5,389,024百万円

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

5,423,254百万円

２ ※２ 非連結子会社および関連会社の株式等

140,551百万円

２ ※２ 非連結子会社および関連会社の株式

175,136百万円

３ ※３ 一部の連結子会社および持分法適用関連会社

は、平成13年３月31日および平成14年３月31日

に「土地の再評価に関する法律」(平成10年３

月31日公布法律第34号)および「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」(平成13

年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用

土地について再評価を行っております。

     再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の

部「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、少

数株主に帰属する金額を「少数株主持分」に計

上し、その他の金額を資本の部「土地再評価差

額金」として計上しております。なお、持分法

適用関連会社における再評価差額金について

は、持分相当額を資本の部「土地再評価差額

金」として計上しております。

    ・再評価の方法

     「土地の再評価に関する法律施行令」(平成

10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号

および第４号に基づいております。

    ・当該土地の時価が再評価後の帳簿価額を下回

る額

15,473百万円

３ ※３ 一部の連結子会社および持分法適用関連会社

は、平成13年３月31日および平成14年３月31日

に「土地の再評価に関する法律」(平成10年３

月31日公布法律第34号)および「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」(平成13

年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用

土地について再評価を行っております。

     再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の

部「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、少

数株主に帰属する金額を「少数株主持分」に計

上し、その他の金額を純資産の部「土地再評価

差額金」として計上しております。なお、持分

法適用関連会社における再評価差額金について

は、持分相当額を純資産の部「土地再評価差額

金」として計上しております。

    ・再評価の方法

     「土地の再評価に関する法律施行令」(平成

10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号

および第４号に基づいております。

    ・当該土地の時価が再評価後の帳簿価額を下回

る額

17,544百万円

 

４ ※４ 担保に供している資産

有形固定資産 58,647百万円

無形固定資産 39

投資有価証券 13,014

(注)有形固定資産のうち、工場財団抵当等に供

  しているもの 51,019百万円

４ ※４ 担保に供している資産

有形固定資産 46,027百万円

無形固定資産 40

投資有価証券 9,786

投資その他の資産の「その他」 438

(注)有形固定資産のうち、工場財団抵当等に供

  しているもの 41,955百万円

 

 

   担保権設定の原因となっているもの

短期借入金 3,101百万円

長期借入金 16,444

宅地建物取引業法第25条の規定による営業保
証金の供託

 (注)上記のうち、工場財団抵当等によるもの

  短期借入金 429百万円

  長期借入金 2,032

    この他、連結子会社株式(連結子会社の個別財

務諸表上の帳簿価額2,335百万円)について質権設

定を予約しております。

 

 

   担保権設定の原因となっているもの

短期借入金 2,894百万円

長期借入金 12,768

宅地建物取引業法第25条の規定による営業保
証金の供託
(注)上記のうち、工場財団抵当等によるもの

  短期借入金 1,238百万円

  長期借入金 745

    この他、連結子会社株式(連結子会社の個別財

務諸表上の帳簿価額2,335百万円)について質権設

定を予約しております。



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

５ 保証債務等

 下記会社の金融機関借入金等について保証を行って

おります。

水島エコワークス㈱ 14,995百万円

タイ・コールド・ロールド・スチー 

ル・シート・パブリック・カンパニ 

ー・リミテッド

8,103

㈲ディーエムイー開発 2,026

サイアム・ユナイテッド・スチール 

(1995)・カンパニー・リミテッド
1,996

㈱青山高原ウインドファーム 1,694

その他 3,031

計 31,847

 上記の他、東京リース㈱との間で暇疵担保特約を結

んでおります。

・契約締結日 平成13年11月30日

・当連結会計年度における補償限度額

17百万円

 

５ 保証債務等

 下記会社の金融機関借入金等について保証を行って

おります。

水島エコワークス㈱ 14,002百万円

タイ・コールド・ロールド・スチー 

ル・シート・パブリック・カンパニ 

ー・リミテッド

8,046

サイアム・ユナイテッド・スチール 

(1995)・カンパニー・リミテッド
1,337

ＪＦＥエンジニアリング＆コンスト
ラクション(タイランド)・カンパニ
ー・リミテッド

1,328

その他 1,784

計 26,499

 上記の他、東京リース㈱との間で暇疵担保特約を結

んでおります。

・契約締結日 平成13年11月30日

・当連結会計年度における補償限度額

6百万円

 

６ 受取手形の割引高

786百万円

 

６ 受取手形の割引高

手形割引高 840百万円

裏書譲渡高 181

―――――――

 

７ ※５ 当連結会計年度末日(平成19年３月31日)は金

融機関の休業日であり、期末日満期手形につい

ては満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

 これにより当連結会計年度末残高から除かれ

ている期末日満期手形は以下のとおりでありま

す。

受取手形 1,915百万円

支払手形 6,727

流動負債の「その他」 152

７ ※６ 無形固定資産に含まれる連結調整勘定は

946百万円であります。

―――――――

８ ※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式587,235

千株であります。

―――――――

９ ※８ 連結会社および持分法を適用した関連会社が

保有する自己株式の数は、普通株式1,682千株

であります。

―――――――

 

10 ※９ 消費貸借契約により貸し付けている有価証券

が1,398百万円含まれております。 

  

11 貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は以下の

とおりであります。

貸出コミットメントの総額 500百万円

貸出実行残高 ―

差引額 500

 
 

８ ※９ 消費貸借契約により貸し付けている有価証券

が1,638百万円含まれております。 

   

９ 貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は以下の

とおりであります。

貸出コミットメントの総額 500百万円

貸出実行残高 ―

差引額 500



（連結損益計算書関係） 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ ※１ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研

究開発費

38,193百万円

１ ※１ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研

究開発費

38,149百万円

 

２ ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金

額は、以下のとおりであります。

製品発送関係費 80,322百万円

給料諸手当 104,523

 

２ ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金

額は、以下のとおりであります。

製品発送関係費 93,615百万円

給料諸手当 102,633

退職給付引当金繰入額 7,524

３ ※３ 棚卸資産関係益は、鉄スクラップの売却益等

であります。 

 

３ ※３        同左

４ ※４ 棚卸資産評価損は、エンジニアリング事業に

おいて子会社の保有する販売用不動産のうち、

時価が帳簿価額を著しく下回っており、近い将

来回復すると認められない資産に係る評価損で

あります。  

 

―――――――

―――――――

 

４ ※５ 固定資産関係損は、設備統廃合に伴う固定資

産廃却損失および棚卸資産処分損失等であり、

主な内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 594百万円

機械装置 1,675

棚卸資産 973

その他 1,755

計 4,997

５ ※６ 「ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」により、平

成28年７月までにＰＣＢ廃棄物を処理すること

が義務付けられておりますが、今般、日本環境

安全事業株式会社(政府100％出資)の設立・稼

働に伴い、同社にその処理を委託することとし

たため、当連結会計年度に当該処理に係る費用

を一括して計上したものであります。

―――――――

６ ※７ 早期退職制度の実施に伴う特別加算金等であ

ります。 

５ ※７        同左

７ ※８ 鋼橋上部工事入札に関する独占禁止法違反事

件に伴う課徴金および違約金の見積り額であり

ます。

６ ※８ 鋼橋上部工事、し尿処理施設建設工事および

水門設備工事入札に関する独占禁止法違反事件

に伴う課徴金、罰金および違約金であります。

(一部見積り額を含んでおります。) 

 

――――――― ７ ※９ 融雪装置自主撤去費用は、ＪＦＥスチール㈱

の子会社であった川鉄ファインヒーター㈱およ

びケーエフエイチ㈱が昭和63年１月から平成７

年12月にかけて製造した屋根下融雪装置につい

て、部品の経年劣化等により発火する可能性が

あることが判明したため、これを自主撤去、回

収することに伴い発生する費用であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加24,428千株は、新株予約権付社債に係る新株予約権の権利行使による新株

発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加20,941千株は、市場買付による自己の株式の取得等による増加でありま

す。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少65千株は、単元未満株式買増制度に伴う株主への売り渡しによる減少で

あります。 

  
  

  
２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末 
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 587,235 24,428 ― 611,663

自己株式

 普通株式 1,682 20,941 65 22,558

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 58,555 100 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年10月26日 
取締役会

普通株式 29,269 50 平成18年９月30日 平成18年11月30日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 41,237 利益剰余金 70 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ ※１ 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高

と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係は以下のとおりであります。

 (平成18年３月31日)

現金及び預金 32,567百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△103

現金及び現金同等物 32,464

 
 

１ ※１ 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高

と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係は以下のとおりであります。

 (平成19年３月31日)

現金及び預金 45,170百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△108

現金及び現金同等物 45,061

 

 

２ 重要な非資金取引の内容

  転換型新株予約権付社債の転換

転換による資本金増加額 42,334百万円

転換による資本剰余金増加額 42,310

新株予約権付社債減少額 82,580

転換による社債発行差金(貸方) 
減少額

2,064



（リース取引関係） 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(借手側)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(借手側)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

52,232 29,369 22,862

固定資産 
その他

9,533 5,848 3,684

合計 61,765 35,218 26,547

 
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

44,733 23,638 21,094

固定資産
その他

7,695 4,274 3,421

合計 52,429 27,913 24,516

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,233百万円

１年超 19,314

合計 26,547

 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,479百万円

１年超 17,037

合計 24,516

 

３ 支払リース料 
  (減価償却費相当額)

8,194百万円

 

３ 支払リース料
  (減価償却費相当額)

7,769百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 なお、上記注記については、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっております。 

 

同左

(貸手側) 

 該当事項はありません。 

 

(貸手側)

同左



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度 

  

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)

国債・地方債 23 24 0

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの)

国債・地方債 199 190 △9

合計 223 214 △8

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株式 78,652 269,946 191,293

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株式 1,594 1,244 △349

債券 45 44 △1

小計 1,639 1,289 △350

合計 80,292 271,235 190,942

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

42,778 20,947 220



６ 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

  

 
  

７ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

 
  

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 39,338

非上場債券 204

出資証券 22

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

債券 22 119 278



Ⅱ 当連結会計年度 

  

１ 売買目的有価証券(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)

国債・地方債 223 224 0

合計 223 224 0

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株式 181,408 397,298 215,889

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株式 8,371 7,524 △847

債券 45 45 △0

小計 8,416 7,569 △847

合計 189,825 404,867 215,042

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

7,059 6,036 19



次へ 

６ 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2) その他有価証券 

  

 
  

７ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日) 

  

 
  

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 37,935

非上場債券 131

出資証券 12

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

債券 40 101 241



（デリバティブ取引関係） 

  

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容および利用方針等

  当社グループ(当社および連結子会社)が利用するデ

リバティブ取引は全て、実需に伴う取引に対応させる

こととし、一時的な利益獲得を目的とした投機的な取

引は一切行わない旨を、基本方針として定めておりま

す。

  当社グループは、輸出入取引等にかかる為替変動リ

スクへの対応を目的として、為替に係るデリバティブ

取引(為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプシ

ョン取引)を、負債(借入金・社債)全体の金利の変動

への対応および金利の低減を目的として、金利に係る

デリバティブ取引(金利スワップ取引・金利オプショ

ン取引)を利用しております。

 

(1) 取引の内容および利用方針等

同左

(2) 取引に係るリスク

  当社グループの利用するデリバティブ取引は、将来

の為替、金利等の市場価格変動リスクを有しておりま

す。しかし、当社グループは輸出入取引、借入金・社

債等の実需に伴う取引に対応させてデリバティブ取引

を行っていることから、これらのリスクは機会利益の

逸失の範囲内に限定されております。

  また、当社グループはデリバティブ取引の取引先

を、信用力の高い金融機関に限定していることから、

取引相手先の倒産等により契約不履行に陥る信用リス

クはほとんどないものと判断しております。

 

(2) 取引に係るリスク

同左

(3) 取引に係るリスク管理体制

  当社は、デリバティブ取引に係る社内規定(「デリ

バティブ取引管理規程」および「財務業務権限規

程」)を定め、これらに基づき取引を実施しておりま

す。取引の実施にあたっては、CEOの決定した上記の

基本方針に則り、財務担当執行役員の決裁により取引

を実行しております。あわせて取引残高、時価および

評価損益について、経営会議に報告することとしてお

ります。

  また、連結子会社においてもデリバティブ取引の実

施にあたっては、社内規定に則り執行管理を行ってお

ります。

 

(3) 取引に係るリスク管理体制

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

  

 
(注) １ 時価の算定方法は、契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

（退職給付関係） 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

 主として、確定給付型の制度として、退職一時金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際し、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

いものとして、早期退職制度の実施に伴う特別加算金等を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

 

区分 種類

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

金利スワップ取引

 受取変動・支払固定 11,860 △798 △798 8,900 △619 △619

合計 △798 △619

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務(百万円) △517,770 △504,791

ロ 年金資産(百万円) 359,785 381,447

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)(百万円) △157,984 △123,343

ニ 会計基準変更時差異の未処理額(百万円) 1,174 1,043

ホ 未認識数理計算上の差異(百万円) 39,528 20,888

ヘ 未認識過去勤務債務(債務の減額)(百万円) △11,933 △10,014

ト 連結貸借対照表計上額純額(百万円) 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△129,215 △111,427

チ 前払年金費用(百万円) 27,211 40,876

リ 退職給付引当金(百万円)(ト－チ) △156,427 △152,303

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

(注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

  

(注)１       同左



３ 退職給付費用に関する事項 

  

 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

イ 勤務費用(百万円) 17,550(注)１ 16,763(注)１

ロ 利息費用(百万円) 7,719 7,663

ハ 期待運用収益(百万円) △5,364 △6,187

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額(百万円) 131 130

ホ 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 12,015 8,561

ヘ 過去勤務債務の費用処理額(百万円) △1,605 △1,563

ト 退職給付費用(百万円) 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

30,447 25,368

チ その他(百万円) 25(注)２ 93(注)２

  計(百万円)(ト＋チ) 30,473 25,461

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「イ 勤務費用」に含めております。

(注)１        同左 

 

  ２ 一部の連結子会社において確定拠出年金制度

を設けており、その掛金支払額であります。

  ２        同左 

  ３ 上記退職給付費用以外に、早期退職制度の実

施に伴う特別加算金等2,557百万円を特別損失

に計上しております。

  ３ 上記退職給付費用以外に、早期退職制度の実

施に伴う特別加算金等1,112百万円を特別損失

に計上しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 同左

ロ 割引率 主として1.5％ 同左

ハ 期待運用収益率 主として1.6％ 主として1.7％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として10年 

(発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。)

同左

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年 

(各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしてお

ります。)

同左



（税効果会計関係） 

  

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

(繰延税金資産)

退職給付引当金 43,780百万円

固定資産減損損失 25,823

未払賞与 23,788 

米国子会社における繰延税金資産
計上額

21,899

特別修繕引当金損金算入限度超過額 18,094

未実現利益の消去額 17,246

その他 64,265

 繰延税金資産小計 214,899

評価性引当額 △33,218

米国子会社における評価性引当額 △21,190

 繰延税金資産合計 160,489

 
 

(繰延税金資産)

退職給付引当金 42,743百万円

固定資産減損損失 25,340

未払賞与 23,089

米国子会社における繰延税金資産
計上額

22,554

特別修繕引当金損金算入限度超過額 15,467

税務上の繰越欠損金 16,900

その他 58,847

繰延税金資産小計 204,943

評価性引当額 △36,462

米国子会社における評価性引当額 △21,845

繰延税金資産合計 146,635

 

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 △74,809百万円

その他 △13,063

 繰延税金負債合計 △87,872

 繰延税金資産の純額 72,617

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 △84,744百万円

その他 △15,190

繰延税金負債合計 △99,934

繰延税金資産の純額 46,700

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 法定実効税率 40.0％

(調整)

 子会社における評価性引当額等 △4.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.2

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。



（セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

鉄鋼事業 
 

(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

都市開発
事業 

(百万円)

ＬＳＩ事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高、営業損益及び
経常利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

2,726,383 298,740 27,077 46,172 3,098,374 ― 3,098,374

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

27,480 7,340 1,513 ― 36,334 △36,334 ―

計 2,753,864 306,080 28,590 46,172 3,134,709 △36,334 3,098,374

営業費用 2,240,072 309,458 25,592 44,037 2,619,160 △37,957 2,581,202

営業利益 
(△は営業損失)

513,791 △3,377 2,998 2,135 515,548 1,623 517,171

経常利益 510,709 928 2,810 2,022 516,470 843 517,313

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 3,304,473 337,975 36,700 36,982 3,716,131 △85,809 3,630,322

減価償却費 164,722 5,427 404 4,434 174,988 69 175,057

資本的支出 168,913 3,338 435 5,561 178,248 110 178,358

鉄鋼事業 
 

(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

都市開発
事業 

(百万円)

ＬＳＩ事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高、営業損益及び
経常利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

2,903,196 279,991 32,921 44,338 3,260,447 ― 3,260,447

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

21,914 12,171 1,400 ― 35,487 △35,487 ―

計 2,925,110 292,163 34,322 44,338 3,295,934 △35,487 3,260,447

営業費用 2,425,199 294,137 30,379 43,490 2,793,207 △36,697 2,756,509

営業利益 
(△は営業損失)

499,911 △1,974 3,942 847 502,727 1,210 503,938

経常利益 503,945 5,882 3,655 514 513,997 △476 513,520

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 3,562,734 322,868 39,033 35,289 3,959,926 △87,784 3,872,142

減価償却費 166,577 5,338 409 4,420 176,745 49 176,794

資本的支出 185,138 3,659 654 3,989 193,442 154 193,596



(注) １ 事業区分の方法 

   当社グループの事業会社体制に基づき区分しております。 

   事業会社体制に基づく事業区分および各区分の主要な事業の内容については「第１ 企業の概況 ３ 事

業の内容」に記載しております。 

２ 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容 

 
３ 会計処理方法の変更 

   収益の計上基準の変更 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、エンジニアリング事業の

請負工事に係る収益の計上は従来、工期１年超、請負金額５億円以上の工事については工事進行基準、そ

の他の工事については工事完成基準によっておりましたが、より適正な期間損益計算を行うことを目的と

して、当連結会計年度より新たに受注した工期１年超、請負金額１億円以上の工事について工事進行基準

を適用することに変更いたしました。 

 なお、この変更による当連結会計年度の売上高、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益へ

の影響は軽微であります。 

４ 事業区分の変更 

  （前連結会計年度） 

   ・ＪＦＥスチール㈱(鉄鋼事業)は、平成17年９月１日をもって同社が行っていたプラスチックリサイクル事

業をＪＦＥ環境㈱(エンジニアリング事業)に移管しております。 

これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  ・ＪＦＥエンジニアリング㈱(エンジニアリング事業)は、平成17年４月１日をもって同社が行っていた製鉄

エンジニアリング事業をＪＦＥスチール㈱(鉄鋼事業)に移管しております。 

これにより、エンジニアリング事業の売上高は10,014百万円、営業利益は1,504百万円、経常利益は1,529

百万円、資産は9,222百万円それぞれ減少しており、鉄鋼事業の売上高、営業利益、経常利益および資産

はそれぞれ同額増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

  

前連結 
会計年度 
(百万円)

当連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

全社資産 1,955 8,388 「現金及び預金」等



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

(1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国または地域……アジア：韓国、中国、タイ等 

                   その他の地域：北米等 

  

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 765,221 183,840 949,061

Ⅱ 連結売上高(百万円) 3,098,374

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

24.7 5.9 30.6

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 806,818 241,033 1,047,852

Ⅱ 連結売上高(百万円) 3,260,447

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

24.7 7.4 32.1



（関連当事者との取引） 

Ⅰ 前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

    役員及び個人主要株主等 

  

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ (財)ＪＦＥ21世紀財団の活動の趣旨を勘案して決定しております。 

２ 先方からの提示を受け、事業計画等の妥当性を判断の上支払っております。 

３ 有限責任中間法人ＤＭＥ普及促進センターの財政状態を勘案した上で行っております。 

４ 金澤一輝は、当社専務執行役員を平成18年３月31日付で退任しております。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

    役員及び個人主要株主等 

  

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)  １ (財)ＪＦＥ21世紀財団の活動の趣旨を勘案して決定しております。 

    ２ 先方からの提示を受け、事業計画等の妥当性を判断の上支払っております。 

  

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員

數 土 文 夫 ― ―
当社代表取締役社長 
(財)ＪＦＥ21世紀財団理
事長

0.0 ― ― 寄付(注)１ 30 ― ―

金 澤 一 輝 
(注)４

― ―
当社専務執行役員 
有限責任中間法人ＤＭＥ
普及促進センター理事長

0.0 ― ―
会費の支払(注)２ 11 ― ―

債務保証(注)３ 20 ― ―

属性 氏名 住所
資本金 

(百万円)
事業の内容又は職業

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員

數 土 文 夫 ― ―
当社代表取締役社長 
(財)ＪＦＥ21世紀財団
理事長

0.0 ― ― 寄付(注)１ 40 ― ─

林 田 英 治 ― ―

当社専務執行役員 

有限責任中間法人ＤＭ

Ｅ普及促進センター理

事長

0.0 ― ― 会費の支払（注）２ 11 ― ─



（１株当たり情報） 

  

 
  

(注) １ １株当たり純資産額の算定は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定は、以下のとおりであり

ます。 

 
  

（重要な後発事象） 

前連結会計年度および当連結会計年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１ １株当たり純資産額 2,236円32銭 １ １株当たり純資産額 2,548円９銭

 
２ １株当たり当期純利益金額 555円２銭 ２ １株当たり当期純利益金額 513円58銭

 

３ 潜在株式調整後１株当たり 
  当期純利益金額

527円86銭

  

３ 潜在株式調整後１株当たり
  当期純利益金額

492円27銭

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 ― 1,539,621百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 38,527百万円

（うち少数株主持分） (―) (38,527百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 ― 1,501,093百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

― 589,105千株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益 325,996百万円 299,683百万円

普通株主に帰属しない金額 897百万円 ―百万円

（うち利益処分による役員賞与金） (897 百万円) (―)

普通株式に係る当期純利益 325,098百万円 299,683百万円

普通株式の期中平均株式数 585,741千株 583,513千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額 △291百万円 390百万円

（うち社債転換損(税額相当額控除後)) (―百万円) (664 百万円)

（うち社債発行差金の償却額(税額相当
額控除後))

(△291 百万円) (△274 百万円)

普通株式増加数 29,581千株 26,060千株

（うち新株予約権付社債) (29,581 千株) (26,060 千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

――――――― ―――――――

 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

会社名 銘柄
発行 
年月日

前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保
償還 
期限

当社 第１回無担保社債
平成15年
７月31日

20,000 20,000 1.00 なし
平成22年
７月30日

当社 第２回無担保社債
平成15年
10月20日

20,000 20,000 0.89 なし
平成20年
10月20日

当社 第３回無担保社債
平成15年
11月19日

30,000
(30,000)
30,000

0.74 なし
平成19年
11月19日

当社 第４回無担保社債
平成16年
２月10日

20,000 20,000 0.75 なし
平成21年
２月10日

当社
2009年満期円貨建保証付
転換社債型新株予約権付
社債 ※１

平成16年
６月14日

100,000 17,612 ─ なし
平成21年
６月15日

当社 第５回無担保社債
平成17年
７月27日

30,000 30,000 0.64 なし
平成22年
７月27日

当社 第６回無担保社債
平成17年
11月２日

20,000 20,000 0.98 なし
平成22年
11月２日

当社 第７回無担保社債
平成18年
10月20日

― 20,000 1.44 なし
平成23年
10月20日

ＪＦＥスチール㈱ 第21回無担保社債
平成９年
５月21日

20,000
(20,000)
20,000

3.10 なし
平成19年
５月21日

ＪＦＥスチール㈱ 第22回無担保社債
平成９年
５月21日

20,000 20,000 3.50 なし
平成24年
５月21日

ＪＦＥスチール㈱ 第24回無担保社債
平成９年
６月11日

10,000
(10,000)
10,000

3.225 なし
平成19年
６月11日

ＪＦＥスチール㈱ 第23回２号無担保社債
平成９年
11月27日

10,000 10,000 2.375 なし
平成21年
11月27日

ＪＦＥスチール㈱
第25回無担保変動利付社
債

平成９年
12月22日

10,000
(10,000)
10,000

10年物スワッ
プレート

-0.82
なし

平成19年
12月21日

ＪＦＥスチール㈱ 第27回無担保社債
平成10年
１月29日

10,000 10,000 3.00 なし
平成22年
１月29日

ＪＦＥスチール㈱ 第29回無担保社債
平成10年
２月25日

10,000
(10,000)
10,000

3.00 なし
平成20年
２月25日

ＪＦＥスチール㈱ 第32回無担保社債
平成10年
４月15日

10,000 10,000 2.70 なし
平成20年
４月15日

ＪＦＥスチール㈱ 第34回無担保社債
平成10年
４月28日

10,000 10,000 2.70 なし
平成20年
４月28日

ＪＦＥスチール㈱ 第25回２号無担保社債
平成10年
６月10日

10,000 10,000 2.50 なし
平成20年
６月10日

ＪＦＥスチール㈱ 第37回無担保社債
平成11年
５月10日

10,000 ― 2.10 なし
平成18年
５月10日

ＪＦＥスチール㈱ 第32回２号無担保社債
平成11年
11月30日

10,000 10,000 3.27 なし
平成21年
11月30日

ＪＦＥスチール㈱ 第34回２号無担保社債
平成12年
６月27日

10,000 ― 2.10 なし
平成18年
６月27日

ＪＦＥスチール㈱
第41回期限前償還条件付
無担保社債

平成13年
５月15日

20,000 ― 1.30 なし
平成18年
５月15日



 
(注) １ 当期末残高欄( )内の数字は内数で償還期限が１年内となり「一年内償還社債」に振替えたものでありま

す。 

２ 2009年満期円貨建保証付転換社債型新株予約権付社債は英国において発行したものであります。 

３ ※１ 2009年満期円貨建保証付転換社債型新株予約権付社債に関する記載は以下のとおりであります。 

  

 
  本新株予約権付社債権者が本新株予約権を行使したときは、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還

に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなす。 

４ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

会社名 銘柄
発行 
年月日

前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保
償還 
期限

ＪＦＥスチール㈱ 第38回無担保社債
平成13年
６月26日

10,000 ― 0.87 なし
平成18年
６月26日

ＪＦＥスチール㈱ 第42回無担保社債
平成13年
６月27日

10,000 10,000 1.03 なし
平成20年
６月27日

ＪＦＥスチール㈱ 第43回無担保社債
平成13年
８月20日

10,000
(10,000)
10,000

0.93 なし
平成19年
８月20日

ＪＦＥスチール㈱ 第40回２号無担保社債
平成13年
８月22日

10,000 ― 0.94 なし
平成18年
８月22日

ＪＦＥスチール㈱ 第41回２号無担保社債
平成14年
11月18日

30,000 ― 0.90 なし
平成18年
11月17日

ＪＦＥスチール㈱ 第44回無担保社債
平成15年
２月20日

40,000
(40,000)
40,000

0.83 なし
平成20年
２月20日

ＪＦＥスチール㈱ 第45回無担保社債
平成15年
３月３日

10,000 10,000 1.06 なし
平成22年
３月３日

合計 ― ― 530,000
(130,000)
377,612

― ― ―

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額 無償

株式の発行価格 3,465円

発行価額の総額
1,025億円ならびに本新株予約権付社債券の紛失、盗難または滅失の場合
に適切な証明および補償を得て発行することがある代替新株予約権付社債
券に係る本社債の額面金額合計額に102.5％を乗じた金額の合計額

新株予約権の行使により発行
した株式の発行価額の総額

―――――

新株予約権の付与割合 100％

新株予約権の行使期間
平成16年６月28日から平成21年６月10日(但し、本社債の繰上償還の場合
には、当該償還日の３銀行営業日前の日。)の銀行営業終了時(行使請求地
時間)までとする。

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

130,000 80,000 57,420 70,000 20,000



【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率を算定する際の利率および借入金残高は、当期末時点のものを使用しております。 

２ ファイナンス・リース未払金は、国内のリース物件のうち、通常の売買取引に準じた会計処理を適用してい

る物件に係るリース料未払金残高であります。当該リース物件に係る平均利率は、リース物件の維持管理費

用相当額を含めて算定しております。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)、ファイナンス・リース未払金(１年以内に返済予定のも

のを除く。)および割賦未払金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予

定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

（重要な訴訟事件等） 
ＪＦＥエンジニアリング㈱は、ごみ焼却施設建設工事に関し、昨年６月、公正取引委員会から独占禁止
法違反を認定し排除措置を命じる審決を受けましたが、同年７月、東京高等裁判所に対し審決取消訴訟
を提起しております。また、本年３月、公正取引委員会から5,732百万円の課徴金納付命令を受けまし
たが、同年４月、審判手続開始請求をしております。なお、これに関連して提出日現在、住民訴訟６件
（請求額合計12,550百万円）および発注者からの損害賠償請求訴訟２件（請求額合計2,328百万円）が
係争中であります。 

  

  

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 14,328 21,393 2.44 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 212,173 166,688 1.37 ―

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く。)

406,356 551,902 1.23
平成20年４月30日～
平成30年３月31日

その他の有利子負債

 コマーシャル・ペーパー 
        (１年以内返済)

― 62,937 0.64 ―

 ファイナンス・リース未払金 
        (１年以内返済)

99 104 3.83 ―

   〃    (１年超返済) 287 189 3.89
平成21年６月30日～
平成23年９月30日

 割賦未払金  (１年以内返済) 12,429 9,883 2.61 ―

   〃    (１年超返済) 15,287 17,385 2.80
平成20年４月30日～
平成25年１月31日

計 660,962 830,484 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 172,292 263,762 18,135 24,191

ファイナンス・ 
リース未払金

109 77 1 1

割賦未払金 6,978 4,689 3,517 2,059



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 975 446

 ２ 営業未収入金 426 1,678

 ３ 短期貸付金 ※２ 157,800 373,244

 ４ 繰延税金資産 102 140

 ５ 未収入金 ※２ 59,626 67,570

 ６ その他 112 894

   流動資産合計 219,042 14.6 443,974 23.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 64 56

  (2) 車両及び運搬具 0 0

  (3) 工具、器具及び備品 21 15

  (4) 建設仮勘定 ─ 5

   有形固定資産合計 87 76

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 12 10

  (2) 商標権 62 54

  (3) ソフトウェア 12 4

   無形固定資産合計 87 68

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 824,424 824,425

  (2) 出資金 4 4

  (3) 関係会社出資金 1 ─

  (4) 関係会社長期貸付金 459,042 591,355

  (5) 長期前払費用 0 9

  (6) 繰延税金資産 8 120

   (7) その他 199 198

   投資その他の資産合計 1,283,680 1,416,114

   固定資産合計 1,283,855 85.4 1,416,260 76.1

Ⅲ 繰延資産

 １ 創立費 30 ─

   繰延資産合計 30 0.0 ─ ─

   資産合計 1,502,928 100.0 1,860,234 100.0



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 100,000 30,000

 ２ コマーシャル・ペーパー ─ 62,937

 ３ 一年内償還社債 ─ 30,000

 ４ 未払金 5,800 1,563

 ５ 未払費用 974 1,451

 ６ 未払法人税等 36,088 28,365

 ７ 前受金 ─ 4

 ８ 預り金 999 1,758

 ９ 取締役・監査役賞与引当 
      金

─ 143

   流動負債合計 143,862 9.6 156,224 8.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 140,000 130,000

 ２ 新株予約権付社債 100,000 17,612

  ３ 長期借入金 175,000 448,500

 ４ 社債発行差金 1,598 ─

 ５ 取締役・監査役退職慰労 
   引当金

─ 146

 ６ 執行役員退職慰労引当金 ─ 85

 ７ その他 ─ 44

   固定負債合計 416,598 27.7 596,388 32.1

   負債合計 560,461 37.3 752,612 40.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 100,000 6.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 725,458 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 132 ―

   その他資本剰余金合計 132 ―

   資本剰余金合計 725,591 48.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 121,130 ―

   利益剰余金合計 121,130 8.1 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※４ △4,254 △0.3 ― ―

   資本合計 942,467 62.7 ― ―



   負債及び資本合計 1,502,928 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 142,334 7.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 767,768

  (2) その他資本剰余金 ― 239

    資本剰余金合計 ― ― 768,008 41.3

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 324,646

    利益剰余金合計 ― ― 324,646 17.4

 ４ 自己株式 ― ― △ 127,366 △6.8

   株主資本合計 ― ― 1,107,621 59.5

   純資産合計 ― ― 1,107,621 59.5

   負債純資産合計 ― ― 1,860,234 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 受取配当金 ※１ 106,239 291,550

 ２ 金融収益 ※１ 2,324 5,630

 ３ 経営管理料 ※１ 5,779 114,342 100.0 5,262 302,442 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 金融費用 1,958 5,624

 ２ 一般管理費 ※2,3 5,050 7,009 6.1 5,238 10,863 3.6

   営業利益 107,333 93.9 291,578 96.4

Ⅲ 営業外収益

 １ 雑収益 0 0 0.0 ─ ─

Ⅳ 営業外費用

 １ 創立費償却 30 30

 ２ その他 0 30 0.1 ─ 30 0.0

   経常利益 107,303 93.8 291,548 96.4

Ⅴ 特別損失

 １ 関係会社株式評価損 19 19 0.0 ─ ─ ─

   税引前当期純利益 107,283 93.8 291,548 96.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

296 217

   法人税等調整額 176 472 0.4 △150 67 0.0

   当期純利益 106,810 93.4 291,481 96.4

   前期繰越利益 14,319 ―

   当期未処分利益 121,130 ―



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

  

 [利益処分計算書] 

  

 
(注) 上記年月日は株主総会の決議日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 121,130

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 58,555

 ２ 取締役賞与金 110

 ３ 監査役賞与金 29 58,695

Ⅲ 次期繰越利益 62,434

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金 132

Ⅱ その他資本剰余金
  次期繰越額

132



 [株主資本等変動計算書] 

 当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

資本準備金 その他資本剰余金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 100,000 725,458 132 121,130 △4,254 942,467

事業年度中の変動額

 新株の発行 42,334 42,310 84,644

 利益処分による剰余金の配当 △58,555 △58,555

 剰余金の配当 △29,269 △29,269

 利益処分による役員賞与 △140 △140

 当期純利益 291,481 291,481

 自己株式の取得 △123,392 △123,392

 自己株式の処分 106 280 387

事業年度中の変動額合計(百万円) 42,334 42,310 106 203,515 △123,112 165,154

平成19年３月31日残高(百万円) 142,334 767,768 239 324,646 △127,366 1,107,621



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準および評価方法

移動平均法による原価法によっております。

１ 有価証券の評価基準および評価方法

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、建物は定額法、その他は定率法、

また無形固定資産は定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

同左

３ 繰延資産の処理方法

創立費は、毎期均等額(５年)を費用処理する方法に

よっております。

社債発行費は、支出時に全額費用として処理してお

ります。

３ 繰延資産の処理方法

創立費は、毎期均等額(５年)を費用処理する方法に

よっております。

社債発行費は、支出時に全額費用として処理してお

ります。

  株式交付費は、支出時に全額費用として処理してお

ります。

――――――― ４ 引当金の計上基準 

(1)  取締役・監査役賞与引当金は、取締役・監査役

賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しており

ます。 

(2)  取締役・監査役退職慰労引当金は、取締役・監

査役退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

(3)  執行役員退職慰労引当金は、執行役員退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

４ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

金利スワップ…借入金および社債

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

社内管理規定に基づき、金利変動リスクをヘッジ

しております。

当該デリバティブ取引は、実需に基づくものに限

定しており、投機を目的に単独で利用することはあ

りません。

 (3) ヘッジ方針

同左

５ 消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

６ 消費税等の会計処理

同左

６ 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

７ 連結納税制度の適用

同左



会計方針の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

1,107,621百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

 

―――――――
（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い、金融商品

に関する会計基準）

当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」(実務対応報告第19号 平成18年８月11日)

および「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準

第10号 平成18年８月11日)を適用しております。 

 これによる当事業年度の損益に与える影響はありま

せん。 

 

――――――― （役員賞与に関する会計基準）

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用しており

ます。これにより、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益および税引前当期純利益がそれぞれ143百万

円減少しております。 

 

―――――――
（租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は

準備金等に関する監査上の取扱い）

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金等に関する監査上の取扱い」(日本公認会

計士協会 監査・保証実務委員会報告第42号 平成19

年４月13日)が平成19年３月31日以前に開始する事業

年度から適用できることに伴い、当事業年度より適用

しております。取締役・監査役退職慰労金および執行

役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理して

おりましたが、当事業年度から内規に基づく期末要支

給額をそれぞれ取締役・監査役退職慰労引当金および

執行役員退職慰労引当金として計上する方法に変更い

たしました。

この変更により、従来の方法に比べて、当事業年度

の一般管理費は231百万円増加しており、営業利益、

経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ231百万

円減少しております。 

 なお、この変更を当下半期に行ったのは、同報告を

適用したことによるものであります。従って、当中間

期は従来の方法によっており、変更後の方法を採用し

た場合に比べ、営業利益、経常利益および税引前中間

純利益はそれぞれ215百万円多く計上されておりま

す。



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 
  

（損益計算書関係） 

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は67百万円で

あります。

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は81百万円で

あります。

 

２ ※２ 関係会社に対する主な資産、負債には、区分

掲記されたもののほか以下のものがあります。

短期貸付金 157,800百万円

未収入金 59,597

  

２ ※２ 関係会社に対する主な資産、負債には、区分

掲記されたもののほか以下のものがあります。

短期貸付金 373,244百万円

未収入金 67,559

３ ※３ 授権株式数は、普通株式2,298,000千株、発

行済株式総数は普通株式587,235千株でありま

す。

               ―――――――

４ ※４ 当社が所有する自己株式の数は、普通株

式 1,676千株であります。

               ―――――――

 

５ 保証債務等

               ―――――――

 

下記会社の金融機関借入金について保証を行って

おります。

㈱ＪＦＥファイナンス 365百万円

その他 20

計 385

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ ※１ 営業収益のうち関係会社との取引金額は以下

のとおりであります。

受取配当金 106,239百万円

金融収益 2,324

経営管理料 5,779
 

１ ※１ 営業収益のうち関係会社との取引金額は以下

のとおりであります。

受取配当金 291,550百万円

金融収益 5,622

経営管理料 5,262

 

２ ※２ 一般管理費の主な費目および金額は以下のと

おりであります。

取締役及び監査役報酬 227百万円

取締役及び監査役退職慰労金 434

給料諸手当 1,768

賃借料 612

業務委託費 1,161

 

２ ※２ 一般管理費の主な費目および金額は以下のと

おりであります。

取締役及び監査役報酬 342百万円

取締役・監査役賞与引当金繰
入額

143

取締役・監査役退職慰労引当
金繰入額

146

執行役員退職慰労引当金繰入
額

85

給与諸手当 1,350

賃借料 505

租税課金 318

業務委託費 922

３ ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は135百万

円であります。

 

３ ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は522百万

円であります。

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加20,941千株は、市場買付による自己の株式の取得等による増加であり  

   ます。 

      ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少65千株は、単元未満株式買増制度に伴う株主への売り渡しによる減少 

          であります。 

  

（リース取引関係） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 
  

  

株式の種類
前事業年度末 
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末 
株式数（千株）

自己株式

  普通株式 1,676 20,941 65 22,552

 

 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

(繰延税金資産)

 未払賞与等 102百万円

 その他 8

繰延税金資産合計 110

 

 

(繰延税金資産)

 未払賞与 96百万円

  取締役・監査役退職慰労 

 引当金
59

 執行役員退職慰労引当金 35

 その他 70

繰延税金資産合計 260

 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 法定実効税率 40.7％

(調整)

 受取配当金等一時差異でない 
 申告調整項目

△40.3
 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.4

 
 

法定実効税率 40.7％

(調整)

受取配当金等一時差異でない
 申告調整項目

△40.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.0

 



（１株当たり情報） 

 
  
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
  

（重要な後発事象） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１ １株当たり純資産額 1,609円28銭

  
１ １株当たり純資産額 1,880円16銭

 
２ １株当たり当期純利益金額 182円11銭

  
２ １株当たり当期純利益金額 499円52銭

３ 潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

172円88銭
３ 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
478円81銭

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益 106,810 百万円 291,481 百万円

普通株主に帰属しない金額 140 百万円 ─ 百万円

（うち利益処分による取締役
賞与金）

(110 百万円) ( ─ 百万円)

（うち利益処分による監査役
賞与金）

(29 百万円) (  ─ 百万円)

普通株式に係る当期純利益 106,670 百万円 291,481 百万円

普通株式の期中平均株式数 585,747 千株 583,519 千株

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

当期純利益調整額 △291 百万円 390 百万円

（うち社債転換損(税額相当額
控除後))

(─ 百万円) (664 百万円)

（うち社債発行差金の償却額
(税額相当額控除後))

(△291 百万円) (△274 百万円)

普通株式増加数 29,581 千株 26,060 千株

（うち新株予約権付社債) (29,581 千株) (26,060 千株)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要

――――――― ―――――――



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  
 

(注) 有形固定資産および無形固定資産の金額については、資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、

「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末
減価償却 
累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

建物 ─ ─ ─ 92 36 8 56

車両運搬具 ─ ─ ─ 1 0 0 0

工具、器具及び備品 ─ ─ ─ 59 44 6 15

建設仮勘定 ─ ─ ─ 5 ─ ─ 5

有形固定資産計 ─ ─ ─ 158 81 15 76

無形固定資産

特許権 ― ― ― 20 10 2 10

商標権 ― ― ― 92 38 9 54

ソフトウェア ― ― ― 9 4 1 4

無形固定資産計 ― ― ― 122 53 13 68

長期前払費用 5 15 ─ 20 10 6 9

繰延資産

創立費 150 ─ ─ 150 150 30 ─

繰延資産計 150 ─ ─ 150 150 30 ─

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取締役・監査役賞与引当金 ― 143 ― ― 143

取締役・監査役退職慰労引当金 ― 146 ― ― 146

執行役員退職慰労引当金 ― 85 ― ― 85



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 
  

② 営業未収入金 

当事業年度末に発生している短期貸付金および関係会社長期貸付金に係る未収利息1,678百万円

であり、相手先別の内訳は以下のとおりであります。 

 
  

③ 短期貸付金 

 
  

④ 関係会社株式 

 
  

⑤ 関係会社長期貸付金 

 
  

⑥ 社債                      130,000百万円 

内訳は「１ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表」に記載し

ております。 

  

⑦ 長期借入金 

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(百万円)

当座預金 446

普通預金 0

合計 446

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 1,470

㈱ＪＦＥファイナンス 112

その他 95

合計 1,678

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 329,644

その他 43,600

合計 373,244

銘柄 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 709,475

その他 114,950

合計 824,425

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 530,355

その他 61,000

合計 591,355

相手先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 130,800

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 70,200

㈱三井住友銀行 64,000

日本生命保険(相) 47,000

第一生命保険(相） 34,500

その他 102,000

合計 448,500



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) ※ 上記株券のほか、当社は特に必要と認めた場合、10,000株を超える株数を表示した株券を発行すること 

 ができることとしております。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日      ３月31日

株券の種類    ※ 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社各支店
みずほインベスターズ証券株式会社本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 印紙税相当額(消費税等相当額を加算して徴収)

単元未満株式の買取・ 
買増

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社各支店
みずほインベスターズ証券株式会社本店および全国各支店

  買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告（当社ホームページに掲載）
(アドレス) 
 http://www.jfe-holdings.co.jp/ 
 ※ 事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行いま 
   す。

株主に対する特典
毎年３月31日現在の株主(100株以上)に対し、当社グループ「ＪＦＥライフ㈱」にて
生産・販売の無農薬清浄野菜「エコ作」の贈呈(年１回)



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第４期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に提

出 

  

(２) 半期報告書 

事業年度 第５期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年11月28日関東財務局長に

提出 

  

(３) 発行登録追補書類及びその添付書類 

  平成18年10月11日、平成19年４月13日関東財務局長に提出 

  

(４) 訂正発行登録書 

  平成18年６月28日、平成18年11月28日、平成19年４月２日関東財務局長に提出 

  

(５) 自己株券買付状況報告書 

  平成18年12月７日、平成19年１月11日、平成19年２月13日、平成19年３月12日、平成19年４月９  

  日、平成19年５月10日、平成19年６月11日関東財務局長に提出 

  



第１ 【保証会社情報】 

１ 【保証の対象となっている社債】 

 
(注)保証会社はＪＦＥスチール㈱であります。 

  

２ 【継続開示会社たる保証会社に関する事項】 

(１) 【保証会社が提出した書類】 

① 【有価証券報告書及びその添付書類又は半期報告書】  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第４期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月27日関東財務局長に提

出 

② 【臨時報告書】 

 
③ 【訂正報告書】 

 
  

(２) 【上記書類を縦覧に供している場所】 

名称              所在地 

ＪＦＥスチール株式会社本店   東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 

  

３ 【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】 

該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

名称
発行 

年月日

券面総額 

（百万円）

償還額 

（百万円）

当連結会計年
度末現在の未
償還額

（百万円）

上場取引所

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第１回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成15年 
７月31日

20,000 － 20,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第２回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成15年 
10月20日

20,000 － 20,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第３回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成15年 
11月19日

30,000 － 30,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第４回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成16年 
２月10日

20,000 － 20,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社2009年満期円貨建保証
付転換社債型新株予約権付社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成16年
６月14日

17,420 － 17,420 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第５回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成17年 
７月27日 30,000 － 30,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第６回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成17年 
11月２日 20,000 － 20,000 －

ジェイ エフ イー ホールディング
ス株式会社第７回無担保社債
(ＪＦＥスチール株式会社保証付)

平成18年 
10月20日 20,000 － 20,000 －

合計 － 177,420 － 177,420 －

該当事項はありません。

該当事項はありません。



第２ 【保証会社以外の会社の情報】 
該当事項はありません。 

  

第３ 【指数等の情報】 
該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 數 土 文 夫 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  家  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  上  和  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  康  晴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 數 土 文 夫 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  家  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  上  和  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  康  晴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 數 土 文 夫 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  家  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  上  和  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  康  晴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社当社

が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 數 土 文 夫 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鳥  家  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  谷  上  和  範  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  康  晴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社当社

が別途保管しております。
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